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今月の概要
ライフサイエンス分野――――――――――――――――――――――――― 5
膀カイコ繭でのヒトコラーゲン融合タンパク質の生産が報告された
コラーゲンは生体組織構築やドラッグ・デリバリー・システム（DDS）用材料など多く
の医学的応用がある重要なタンパク質である。現在用いられている牛皮のコラーゲンはア
レルギー症状を起こすことがあり、アレルギー発症リスクのより少ないコラーゲンを大量
に供給する方法の開発が求められている。カイコを使ったヒトコラーゲンの大量供給につ
ながる方法が、広島大学の吉里勝利教授のグループから報告された。まだ純粋なヒトコラ
ーゲンタンパク質を生産するには至っていないが、今後、安全な医療用タンパク質を大量
に供給することにつながる報告として注目される。
膂中国政府の組換え作物研究および実用化政策の方向
中国政府は組換え作物の種が農民に配布されたり、外資が組換え作物に投資したりする
ことを歓迎してきた。しかし、現在はこれらの行為について、むしろ警戒感を強めた行動
をとりつつある。その一方で、遺伝子組換え植物の研究への投資は増加させている。イン
ディカイネのゲノム解析を先行させて遺伝子組換え植物の研究への投資を増やしている中
国が、遺伝子組換え作物の商業化を規制する方向に動き始めたのは意外であり、今後の動
向に注目する必要がある。
情報通信分野 ――――――――――――――――――――――――――――― 6
膀体温を利用した熱発電によるバッテリーレス無線システムが開発される
これまでバッテリーを内蔵するかもしくは電磁誘導等によって電源を確保してきた携帯
型システムに新たな電源技術が加えられた。セイコーインスツルメンツ、セイコーエプソ
ン、NTTマイクロシステムインテグレーション研究所の３社は共同で今年の固体回路に
関する国際会議（International Solid-State Circuits Conference；ISSCC 2003）において、
温度差を利用した発電技術により電力を供給する無線システムを発表した。これは体温に
より温められる部分と素子周辺部との温度差から熱電変換により電力を得て、５ｍの距離
での無線通信を可能にするものである。ユビキタス・ネットワーク社会では、携帯機器の
電源をいかに確保するかが重要な技術課題の一つであり、今後の展開が注目される。
環境分野 ――――――――――――――――――――――――――――――― 6
膀バングラデッシュにおける米の深刻なヒ素汚染が報告される
バングラデッシュやインドでは、地下水のヒ素汚染が極めて深刻な状況となっており、
地下水や米の摂取による健康被害が懸念されている。この度、バングラデッシュ全域にお
ける水田土壌および米中のヒ素濃度の測定結果が、Environmental Science＆Technology
誌に発表された。これによれば、米のヒ素濃度は、最大で非汚染地域に比べ1～2桁高く、
同国の主食である米の摂取によるヒ素吸入が地下水の飲用とならび主要なヒ素吸入経路で
あることが明らかになった。
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ナノテク・材料分野―――――――――――――――――――――――――― 7
膀人工ＤＮＡの二重らせんの中心部に
金属イオンをひも状に形成することに成功
DNAを人工的に修飾した人工DNAを機能性高分子として材料分野に利用しようとする
研究がすすめられているが、東京大学の塩谷光彦教授らは、二重らせんの形をしているＤ
ＮＡを鋳型に利用して、溶液中で銅イオンを二重らせんの中心部に１本のひも状に並べる
ことに初めて成功した。研究が進展すれば分子レベルの電線となる可能性があり、機能性
高分子としての展開が期待される。
エネルギー分野 ―――――――――――――――――――――――――――― 7
膀米国で大規模な水素燃料関連イニシアチブが提案される
ブッシュ大統領は一般教書演説において、水素の製造・貯蔵・輸送、および関連インフ
ラの研究開発を目的とするHydrogen FUELイニシアチブを新規に発足させる方針を明ら
かにした。今後５年間で新規に7.2億ドルの予算を投入することとしている。主に燃料電
池自動車の技術開発を目的として昨年発足したFreedomCARイニシアチブとともに、今
後の同国の水素エネルギー実用化研究開発の中心的イニシアチブとなる。
製造技術分野 ――――――――――――――――――――――――――――― 8
膀はんだの鉛フリー化を日米欧で2005年を目処に実現することで合意
環境的配慮から長年討議されつつも、全製品置き換えという実現性の点での困難さから
先送りされてきたはんだの鉛フリー化に対して、日米欧の業界で、「鉛フリーはんだ実用
化のワールドロードマップ（World Lead-free Soldering Roadmap）」が合意された。これ
によると、平均的メーカーでの鉛フリー化実現時期は2005年末になる見込みである。実
現には、多分野の企業の協力が欠かせないが、今回のロードマップ合意は、具体的スケジュ
ールや推奨材料を明示した点で、全製品置き換えへ向けて高く評価されるべき内容である。
特集―１ 英国のヒト胚に関わる
管理システム成立の背景と機能の実際 ―― 9
―わが国における生命科学技術の
社会的ガバナンスシステム構築のために―
近年の生命科学技術の急速な発展は、その歴史に新局面を開いたともいえる一方で、
新たな社会問題、すなわち生命倫理問題を生み出している。生命科学技術が個人・社会
へ及ぼし得る影響力が大きいために、現在では、生命科学技術と、その進歩がもたらす
生命倫理問題の社会的な解決とは、不可分の事柄であると認識されるに至っている。し
たがってこの状況に、わが国も適切に対処する施策が求められる。
諸外国を見ると、ヒト胚・生殖の医療・研究において、英国は「法律と法定の管理機
関」からなるユニークな社会システムを実現している。システムの中核は法定の許認可
権（ライセンス制度）を所掌する独立性の高い管理機関である。また、そのシステムに
貢献しているのが、①社会の議論を踏まえた法案策定プロセス、②専門職能集団の積極
的なアカウンタビリティーの確立、③一般市民への透明性の確保を保障する実施施設の
査察そして広報活動、さらには④管理機関の危険・利益評価、施策提言に係る調査研究
機能等、実効性を追及した合理的な仕組みである。つまり英国のシステムは、法定の独
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立性を有する専門管理機関（独立行政委員会）による許認可（ライセンス）制度によっ
て、一般市民・専門職能集団・行政が一体となって、研究・医療の実施と社会的受容と
の両立の実現に成功したシステムであるといえる。
今後、生命科学技術の進展が惹起する生命倫理問題は、一層増大・深刻化することが
考えられ、その解決に対応するために、わが国は生命科学技術の社会的ガバナンスシス
テム（社会的な自己決定に基づく管理システム）の構築を目指すべき時期にあると考え
られる。わが国に即したシステムを構築する際、合理的に構築された既存の英国のシス
テムの在り方を参考とすることが、実効的である。すなわち、生命倫理問題を所掌する
独立した委員会を設置し、許認可制を軸に、専門的に問題解決に当たる機関およびシス
テムの構築である。こうしたシステムを骨格として、社会において生命倫理問題の議論
を深める基盤、透明性や開示の基盤も形成されると考えられる。
高信頼ソフトウェア技術の研究動向
―ソフトウェア基礎技術の確立に向けて― ――
22
コンピュータが社会生活を支える多くのシステムで使われるようになり、それを動作
させるソフトウェアの信頼性向上が望まれている。OSやプログラミング言語の標準化、
オープン化が進展し、流通ソフトウェア部品を多用するソフトウェア開発が主流となり、
開発の生産性は向上している。しかし、ソフトウェアシステムに要求される仕様は年々複
雑化巨大化し、さらにコスト低減圧力も加わり、開発されたソフトウェアの信頼性が危惧
されている。
ソフトウェア信頼性技術は、ソフトウェア開発の各工程、すなわちシステム設計、ソフ
トウェア製作、テストの各工程において信頼性を保つために使用されるが、その中でも、
上流工程であるシステム設計における信頼性技術は、その後の下流工程の信頼性に大きな
影響を与えるため重要である。
また、流通ソフトウェア部品の多用や開発期間の圧縮などから、ソフトウェア部品のイ
ンターフェースの不整合や機能の詳細チェックが不足になりがちとなっている。そのため
ソフトウェアのテストや機能・性能検証が信頼性確保のため重要である。
高信頼なシステム設計手法やシステムの検査・検証手法として、数学理論をベースとし
た形式手法が研究され、安全性確保が必須なシステムの開発など一部で実問題に適用され
ている。しかし、現状では適用範囲が狭く、また、適用には手間がかかるなどの課題があ
るが、次世代の信頼性技術としてその発展が期待されている。
日本のソフトウェア産業が米国、インド、中国に負けず発展するために高信頼性技術を
持つことが必須の課題の一つである。多くのソフトウェア基礎技術を米国から導入してい
る中で、形式手法の基礎研究は日本の大学で継続的に進められている。この基礎研究を、
産学連携により実問題を解決できる技術へ発展させていくことで、日本独自の高信頼性技
術を持つことが期待でき、国の継続的な支援が望まれる。
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民生部門における省エネルギー技術の　
―― 31現状と今後の方向性
第一次石油危機以降、我が国の民生部門と運輸部門におけるエネルギー消費量は、大き
く伸びている。中でも、民生部門におけるエネルギー消費量は、今後も大きく伸びると予
測されており、この部門に重点を置いた省エネ対策が喫緊の課題となっている。また、
CO2排出量削減に貢献する原子力発電所の増設が困難であることや、原子力発電所の停止
に伴うCO2排出量の増加等により、省エネは、京都議定書におけるCO2排出量削減目標達
成に向け一層重要となっている。さらに、総合科学技術会議は、エネルギー機器等の効率
向上に必要な研究開発や、省エネ推進のためのインセンティブの研究を推進している。
エネルギー効率の高い機器の開発を促進するトップランナー方式の対象機器を拡大する
ことを通じて、省エネ機器の開発を進めることや、通信機能を利用して機器の効率的な制
御を行うエネルギーマネジメントシステムの開発・普及は重要である。一方、需要家のエ
ネルギー使用状況に応じて、電力、ガス等の既存エネルギー源と燃料電池等の分散型電源
との利用比率をうまく調整することにより、省エネを目指す研究が進められている。今後
は、これらの技術を組み合わせて、一層省エネルギーを目指すとともに、環境負荷や経済
性も含めて、社会全体として合理性のある省エネルギーを目指す研究開発が望まれる。
米国カリフォルニア州で行われた、電力消費を20％低減した需要家に対して、州政府
が電気料金の20％を負担するといった制度の導入は、人々の省エネ意識を高め、その実
践に繋がると考えられる。今後の省エネの推進には、このような経済的インセンティブを
与える制度の導入も検討されるべきであろう。
特集― 3
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298，2317-2319，2002）。
その例として、中国政府は、
2002年11月、既に国内で開発さ
れ認可の申請中であった除草剤耐
性のイネの商業的流通を拒絶し
た。また2002年3月には中国の農
業ベンチャー企業への外資の投資
を禁止している。
中国政府の言い分としては、遺
伝子組換え作物の認可の厳格化は
安全性の確認を徹底するためであ
り、外資の規制は、中国の在来品
種に対して海外より持ち込まれる
品種が悪影響を及ぼすのを防ぐた
めで、外資が中国の国内市場に入
るのを拒否する目的ではないとい
っている。
中国政府のこれらの施策につい
て、たくましい貿易政策かもしれ
ない、という見方をする外資企業
もある。
一方、中国政府は研究に対する
投資は大幅に増加させる計画であ
り、現行の農業バイオに関する研
究の５年計画では2005年末には
予算を5倍に増加させ、恐らく５
億ドルにするであろうと観測され
ている。中国では30数ヶ所の研
膀カイコ繭でのヒトコラ
ーゲン融合タンパク質
の生産が報告された
コラーゲンは生体組織構築やド
ラッグ・デリバリー・システム
（DDS）用材料など多くの医学的
応用がある重要なタンパク質であ
る。現在、コラーゲンは牛の皮か
ら採られているが、牛皮からのコ
ラーゲンはアレルギー症状を起こ
すことがある。アレルギー発症リ
スクのより少ないコラーゲンを大
量に供給する方法の開発が求めら
れている。
カイコの繭を使ったヒトコラー
ゲンの大量供給につながる方法
が広島大学の吉里勝利教授のグ
ループから報告された（Nature
Biotechnology，21盧，52‐56，
2003）。本報告では、ヒトコラー
ゲンを絹フィブロインとの融合タ
ンパク質としてカイコの繭に発現
させた。融合タンパク質の量は、
繭の全タンパク質の20％を越え
た。融合タンパク質はクロマトグ
ラフにより他の繭タンパク質から
容易に分離することができるの
で、この方法は目的のタンパク質
を得るには有効な生産方法である
と考えられる。なお、絹繭の大量
生産は特別な生産設備を必要とせ
ず、全世界で年間60,000トンが生
産されている。
本報告では純粋なヒトコラーゲ
ンタンパク質を生産するには至っ
ていないが、この技術は医療用タ
ンパク質の生産手段に新しい道を
開く生産技術と言える。今後の研
究進展で実用技術が開発され、安
全な医療用タンパク質を大量に供
給することにつながる報告として
注目される。
（Advanced Synthesis & Catalysis
Research（ACS化研）藤原祐三
氏、㈱ワイエスニューテクノロジ
ー研究所　上田正次氏）
膂中国政府の組換え作物
研究および実用化政策
の方向
中国政府は組換え作物の種が農
民に配布されたり、外資が組換え
作物に投資したりすることを歓迎
してきた。しかし、現在はこれらの
行為について、むしろ警戒感を強
めた行動をとりつつある。その一
方で、遺伝子組換え植物の研究へ
の投資は増加させている（Science，
科学技術
トピックス
ライフサイエンス分野
以下は科学技術専門家ネットワークにおける専門調査
員の投稿（３月号は2003年２月８日より2003年３月７
日まで）を中心に「科学技術トピックス」としてまとめ
たものです。センターにおいて、関連する複数の投稿を
まとめ、また必要な情報を付加する等独自に編集するた
め、原則として投稿者の氏名は掲載いたしません。ただ
し、投稿をそのまま掲載する場合は、投稿者のご了解を
得て、記名により掲載しています。
用 語 説 明
①Btワタ
土壌細菌Bacillus thuringiensis（Bt）由来の殺虫性タンパク質の遺伝子が導
入されて害虫抵抗性を持ったワタ。
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究機関が組換え植物の研究を行な
っている。
現在、中国では商業化が認めら
れた遺伝子組換え作物は、ワタ２
種、トマト２種、ペチュニア、ピ
ーマンの計６種であり、そのうち
のワタはモンサント社と中国科学
アカデミーがそれぞれ開発したBt
ワタ①である。Btワタは中国では
世界で４番目の生産量を占める成
功作物となっている。
インディカイネのゲノム解析を
先行させて遺伝子組換え植物の研
究への投資を増やしている中国
が、遺伝子組換え作物の商業化を
規制する方向に動き始めたのは意
外であり、今後の動向に注目する
必要がある。
（味の素㈱　都河龍一郎氏）
膀体温を利用した熱発電に
よるバッテリーレス無線
システムが開発される
いつでもどこでもネットワーク
と接続可能なユビキタス時代の携
帯機器では、システムの一層の小
型・低消費電力化が課題となり、
今年のISSCCにおいてもLSIの
様々な低消費電力化技術が取り上
げられている。システムの小型化
においては、他の部分に比べて容
積が大きくなりやすい電源をいか
に確保するかも重要な課題であ
る。これまでの携帯機器では、一
般的にはバッテリーを内蔵するか
もしくはコイルを用いた電磁誘
導、太陽光発電等によって電源を
確保して来た。
これに対して、今回新たな電源
技術がセイコーインスツルメン
ツ、セイコーエプソン、ＮＴＴマ
イクロシステムインテグレーショ
ン研究所の３社によって共同開発
され、ISSCC2003において発表さ
れた。この技術は熱電変換素子で
あるペルチェ素子を用いて、体温
による温度差から電力を得るもの
である。従来、熱電変換素子を用
いた電力供給は発生電力が非常に
微弱である等の課題があったが、
SOI（Silicon On Insulator）技術お
よび極性反転を伴うスイッチト・
キャパシタ型（注1）の直流電圧変換
回路を用いて解決した。実際には、
素子の体温により温められる部分
と周辺部との13℃の温度差から
0.7V の電圧を発生、ここから
1.6mWの電力を得て、1.0V の電
圧に変換し、周波数300MHz、距
離５ｍでの無線通信が可能となっ
ている。
ユビキタス・ネットワーク社会
では、周囲のあらゆる物がネット
ワーク端末化すると言われてい
る。今回のバッテリーを用いない
電源技術は、これら多数の機器の
電源を含めた小型化が期待出来る
点で今後の展開が注目される。
なおこの技術は、新エネルギ
ー・産業開発機構（NEDO）が委
託する「極低電力情報端末用LSI
の研究開発」プロジェクトの中で、
上記３社が応用例として開発した
ものである。
情報通信分野
環境分野
膀バングラデッシュにお
ける米の深刻なヒ素汚
染が報告される
バングラデッシュとインドに跨
る西ベンガル地域では、多くの住
民がヒ素に汚染された地下水を飲
料水や生活用水に用いており、皮
膚や内臓の疾患、さらには癌など
の健康被害が懸念されている。す
でに数十万人が皮膚疾患にかかっ
ていると見られ、こうした事態に
世界保健機関(WHO)も強い警告を
発している（注2）。
これまで、地下水の汚染調査や
飲用による健康影響に関しては
様々な機関により実施されてき
た。一方、バングラデッシュでは
米が主食であり、地下水を水田の
灌漑用水としても用いている。こ
のため、米にヒ素が蓄積し、これ
を摂取することによる人体へのヒ
素吸入が懸念される。
今年１月、アバディーン大学の
A. Mehargらの研究グループは、
バングラデッシュ全域における水
田土壌および米中のヒ素の濃度を
測定し、米国化学会のEnviron-
mental Science & Technology誌
（注1）複数のキャパシタの接続を高速にスイッチで切り替えて、電圧変
換を行う回路。コイルやトランスを使用しないのでLSI上で集積化が行い
やすい。
（注２）http://www.who.int/inf-fs/en/fact210.html
科学技術トピックス
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て、燃料を石油に頼らず、環境負
荷物質の排出が少ない自動車の基
盤的技術開発に関する官民パート
ナーシップであるFreedomCAR
イニシアチブを発足させたが、
Hydrogen FUELイニシアチブは
これと平行し補完しあう位置付け
となっている。両イニシアチブ合
わせて、2004年度予算では2.7億
エネルギー分野
膀米国で大規模な水素燃
料関連イニシアチブが
提案される
今日、各国は燃料電池自動車を
はじめとする水素エネルギーシス
テムに関して、熾烈な研究開発競
争を繰り広げているが、水素エネ
ルギーシステムの普及には、燃料
電池本体の技術開発のみならず、
燃料となる水素の製造、貯蔵、輸
送等に関する技術開発やインフラ
整備も不可欠である。
１月末、米国ブッシュ大統領は
一般教書演説の中で、水素の製造・
貯蔵・輸送、および関連インフラの
研究開発を目的とするHydrogen
FUELイニシアチブ（注３）を新規
に発足させる方針を明らかにし
た。今後5年間で新規に7.2億ドル
の予算を投入することとしている。
昨年、エネルギー省（DOE）は、
主に燃料電池自動車を中心とし
（Vol. 37盪，（2003））に発表した。
これによれば、水田土壌中のヒ
素濃度は、地下水中のヒ素濃度が
高いほど、井戸の設置時期が古い
ほど高くなる傾向があるが、最高
で非汚染地域の約5倍程度のヒ素
濃度が検出された。また、米のヒ
素濃度は、最大で1.83μg/gと非
汚染地域に比べ1～2桁高かった。
さらに、同グループは、地下水
と米の摂取によるヒ素吸入の割合
を計算している。結果は、両者の
ヒ素濃度によって異なるが、米の
摂取による寄与は地下水の摂取に
よる寄与と概ね同じオーダーであ
り、重要なヒ素吸入経路として考
慮する必要性が明らかになった。
この地域は生活水準が低く、公
衆衛生に対する意識も希薄であ
り、事態の把握や対策は遅れてい
る。また、汚染されている地域は
広く、表流水を地下水の代わりに
利用するための社会資本整備には
膨大な資金がかかることなどか
ら、解決の糸口を見出せないでい
るのが現状である。わが国として
も、この未曾有の状況の解決に向
け、国際プロジェクトへの参加や、
簡便で低コストのヒ素除去技術の
開発などに積極的に取り組んでい
くことが望まれる。
ナノテク・材料分野
膀人工ＤＮＡの二重らせんの
中心部に金属イオンをひも
状に形成することに成功
DNAを人工的に修飾した人工
DNAを医学・薬学分野だけでは
なく機能性高分子として材料分野
に利用しようとする研究がすすめ
られている。
東京大学大学院理学系研究科の
塩谷光彦教授らのグループは、二
重らせんの形をしているＤＮＡを
鋳型に利用して、溶液中で銅イオ
ンを二重らせんの中心部に１本の
ひも状に並べることに初めて成功
した（Science Vol.299, 21 Feb.
2003 pp.1212-1213）。
ＤＮＡは塩基が作る２本の鎖が
一定間隔で水素原子を介してゆる
やかに結合し、二重らせんを形成
している。研究グループは、その
水素を金属に置き換えることを考
えた。まず、水素結合に使われる
塩基の部分５カ所を、金属と結合
しやすい高分子に置き換えた人工
DNAを作成した。この人工DNA
を銅イオンの水溶液に加えたとこ
ろ、人工DNAが銅イオンを挟む
ように自動的に結合して二重らせ
んを作り、幅約２nmの二重らせ
んの中心部に５つの銅イオンを
0.37nm間隔で一列に並ばせるこ
とに成功した。溶液中で金属を電
荷を帯びたイオンの状態で並び方
を制御することは難しく、ひも状
にしたのは初めてである。
現在のところ二重らせん中の銅
イオンの数は５個であるが、二重
らせんの中心部を全て金属イオン
でつなぐことができれば、二重ら
せんの中に一本の金属線が通るこ
とになり、分子レベルの電線とな
る可能性があり、機能性高分子と
して材料の分野や、情報デバイス
の分野への展開が期待される。
（注３）当初はFreedomFuel initiativeとアナウンスされたが、最近ではHydro-
genFUEL initiative、または、FreedomCAR initiativeとあわせ、Freedom
CAR and FUEL initiativeと呼ばれている。
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ドルが要求されており、今後5年
間で17億ドルが投入される方針
である。
Hydrogen FUELイニシアチブ
の中心的課題の一つは、水素製造
コストの低下である。2010年まで
に、ガソリン車とコスト競争力の
ある燃料電池自動車を開発するこ
とを目標としている。また、再生
可能エネルギー、原子力エネルギ
ー、石炭を利用した水素製造法の
高度化研究も重点的に実施される
こととなっている。
水素エネルギーは、トータルエ
ネルギー効率の高さや環境負荷の
小ささが利点として挙げられる
が、これらの程度は水素の製造・
貯蔵・輸送・利用の方法によって
大きく依存する。わが国において
も、燃料電池技術の研究開発と平
行して、水素燃料関連技術開発や
インフラ整備を産官学連携して進
めていく必要があろう。
膀はんだの鉛フリー化を
日米欧で2005年を目処
に実現することで合意
性能を優先するか環境配慮を優
先するかという議論において、電
気・電子機器中の鉛はんだの置き
換えは、常にその代表例として挙
げられてきた。このように長年討
議されつつも、全製品置き換えと
いう実現性の点での困難さから先
送りされてきたはんだの鉛フリー
化に対して、いよいよ明確な実現
時限が設定された。
ＥＵで審議されてきた鉛を含む
有害物質規制（RoHS）は、2002
年10月に、欧州議会とＥＵ閣僚
理事会との間で、その施行時期を
2006年７月１日とすることで合意
した。これを受けて、日本業界を
代表する譖電子情報技術産業協会
（JEITA）、米国業界を代表する全
米電子機器製造者協会（NEMI）、
欧州業界を代表する国際錫研究所
はんだ付け技術センター（SOL-
DERTEC）が、第二回鉛フリー
世界サミット（2002年11月）に
おいて「鉛フリーはんだ実用化の
ワールドロードマップ（World
Lead‐free Soldering Roadmap）」
を作成し、その骨子について以下
のように合意した。盧鉛フリーの
定義：鉛フリー化すべき部位の鉛
含有率を0.1wt％未満、盪スケジ
ュール：対応部品の品揃え完了＝
2004年末、機器としての鉛フリー
化完了＝2005年末（後続企業で
も2年遅れ）、蘯推奨置き換え材
料：Sn－Ag－Cu。また、鉛フ
リー対応製品には、補修・リサイ
クルのためになんらかの表示も検
討されている。
この合意の結果、平均的メーカ
ーでの鉛フリー化実現時期は、
2005年末になる見込みである。
実現には、材料、実装、電子部品、
機器など関連する多くの企業の協
力が欠かせないが、今回のロード
マップ合意は、具体的スケジュー
ルや推奨材料を明示した点で、全
製品置き換えへ向けて高く評価さ
れるべき内容になっている。
なお、上記のＥＵにおける有害
物質規制（RoHS）は、鉛・カド
ミウム・水銀・六価クロムの４種
類の重金属を、原則として新しく
製造する電気・電子製品には使わ
ないことを指令しており、今後は
鉛以外の金属使用でも同様の具体
的検討が予想される。また今回の
合意は、今後の新材料研究や新製
品開発において、環境配慮が性能
追求に優先されるべきという方向
性を示したとも言える。
製造技術分野
英国のヒト胚に関わる管理システム成立の背景と機能の実際
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特集１　
わが国の実情としては、1983年
にわが国最初の体外受精児が誕生
して以来20年以上にわたり日本産
科婦人科学会の自主規制の下で、
生殖補助医療（不妊治療等）に関
する研究は、胚の作成を伴う研究
も含めて実施されてきた。また、
生殖補助医療に伴って生じる余剰
胚（既に子供が生まれたなどで、
不妊治療に使用する目的を失った
体外受精胚）が廃棄されている。
一方で、再生医療や発生学におけ
るヒト胚の作成やヒト胚の研究使
用を行政の指針が制限すること
で、同一種の生体試料に関して異
なる規制が適用されることにな
り、倫理的・社会的な矛盾が指摘
される（注4）。
このように、現代の生命科学技
術が進展する過程において、生命
倫理的問題の解決は必須のプロセ
スとして、各国の社会が取組む問
題となった。すなわち、研究活動
の実施とその研究が社会的に受容
されることとは不可分の事柄であ
ると認識されるに至っている（注5）。
米国がゲノム研究に対する国家支
出の3～5％を倫理・法律･社会学
的活動に当てるのも、このような
生命科学技術と生命倫理の不可分
の関係を反映したものであるとい
える。具体的には米国では1990
年以来、1999年までにNIHより
5,800万ドル（5％）、エネルギー
１．はじめに
特集膀
英国のヒト胚に関わる
管理システム成立の背景と機能の実際
―わが国における生命科学技術の
社会的ガバナンスシステム構築のために―
第2調査研究グループ 牧山　康志
ヒト胚（人の個体発生における
初期の状態。受精、核移植などに
より卵が発生を開始したもの）を
どのように取扱えばよいのか、こ
うした新たな生命倫理上の問題が
生命科学技術の進歩に伴って、も
たらされてきた。とりわけ近年の
急速な生命科学技術の進展による
問題の増大と領域の拡大とは、行
政機関から告示されるガイドライ
ンが2001年以降に急増している
状況に顕れている（図表１）。
その中で、クローン法の見直し
期限を平成16年に控えた現在、
ヒト胚の取扱いの在り方につい
て、総合科学技術会議で議論が重
ねられている（注1）。近年、再生医
療を目的として、ヒト胚からの
ES細胞（胚性幹細胞）の樹立が
開始され、ヒト胚を用いた研究の
要請は、疾患･障害の克服、さら
には老化や痴呆の克服などの医療
面、加えて産業面からも期待が高
まっている（注2）。わが国のみなら
ず、諸外国においてもヒト胚の研
究における取扱い基準がそれぞれ
取り決められて、制定後の状況の
変化に伴い法規制の改定も始まっ
ている（図表２）。例えば1991年
に厳密なヒト胚使用の制限を法規
定したドイツは、輸入ES細胞に
限定して使用を認めるようになっ
た（注3）。
蘆平成9年7月16日法律第104号（最終改正：平成11年12月22日法律第160号）
「臓器の移植に関する法律」
蘆平成12年法律第146号、2000年12月
「ヒトに関するクローン技術等の規制に関する法律」
蘆平成13年厚生労働・文部科学・経済産業省告示第１号、2001年3月
「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」
蘆平成13年文部科学省告示第155号、2001年9月
「ヒトES細胞の樹立及び使用に関する指針」
蘆平成13年文部科学省告示第173号、2001年12月
「特定胚の取扱いに関する指針」（法律に基づく）
蘆平成14年文部科学省告示第５号、2002年1月
「組換えDNA実験指針」
蘆平成14年文部科学省・厚生労働省告示第１号、2002年3月
「遺伝子治療臨床研究に関する指針」
蘆平成14年文部科学省・厚生労働省告示第２号、2002年6月
「疫学研究に関する倫理指針」
図表１　わが国における生命倫理関連の法律および行政指針
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図表２　ヒト胚を用いたES細胞樹立およびES細胞の使用に関する基準の各国比較（＊
は事実上の位置付け）
樹立禁止・使用禁止
アイルランド、ノルウェー、
スイス、ポーランド、
イタリア、ブラジル
（米国の10州秬）
余剰胚に限りES細胞樹立に使用可
日本、韓国、ロシア＊、カナダ、
フィンランド、スペイン、オランダ、
オーストラリア連邦
（米国40の州秡）
クローン胚からのES細胞樹立の容認
英国、中国、米国カリフォルニア州
ES細胞樹立目的の
ヒト胚作成も可、使用可
英国、中国
（米国の40州＊秡）
樹立禁止・既存のES細胞使用可
ドイツ（2002年7月以降）
フランス（2002年5月以降）
デンマーク
（米国連邦予算対象研究）
米国は、規制および事実上の位置付けが各州で異なる。秬に属する州は①Maine，
②Massachusetts，③Rhode Island，④Pennsylvania，⑤Florida，⑥Michigan，⑦Min-
nesota，⑧North Dakota，⑨Louisiana，⑩South Dakota（ES細胞研究および輸入の禁
止）がある。
Iowaはクローンのみを禁止。上記①～⑩以外の州は事実上秡に属し、カリフォルニ
ア州は他の49州と異なり、ほぼ英国と同様なヒト胚研究の許容といわれ、クローン胚
からのES細胞樹立も許容する。
Walters（2002）を改変、2003年3月までの新たな情報も追加
（注１）クローン法と総合科学技術会議（生命倫理専門
調査会）における議論
クローン法：「ヒトに関するクローン技術等の規制
に関する法律」（2000年）は、人クローン個体の作成禁
止を主眼として制定された。附則第２条に「政府は、
この法律の施行後３年以内に、ヒト受精胚の人の萌芽
としての取扱いの在り方に関する総合科学技術会議等
における検討の結果を踏まえ」見直し措置をするとさ
れ、その期限が平成16年6月である。
生殖補助医療の実施は少なくとも36カ国以上で不妊
治療として行われており（菅沼　（2001）、152-161頁）、
各国が個別に定めた基準が用いられている。但し、EU
などにおける統一的規制の模索は行われている（Euro-
pean Group on Ethics in Science and New Technolo-
gy）。
（注２）再生医療とES細胞
「再生医療」とは、機能障害や機能不全に陥った生
体組織・臓器に対して、細胞を積極的に利用して、そ
の機能の再生を図るものであるとされる（日本再生医
療学会より）。こうした医療を担うことが期待される細
胞として、増殖能（および自己複製能）と分化能とを
有する細胞、すなわち、幹細胞と呼ばれる細胞が注目
される。
幹細胞には、およそ、初期胚から樹立されるES細胞
と胎児組織から樹立する胎児の組織幹細胞ならびにEG
細胞、そして成人から採取可能な体性幹細胞とがあり、
ヒト胚との関連では、特にES細胞の樹立が問題となる。
ES細胞の特質は、それがあらゆる臓器の形成に寄与
し得る潜在能力を有していると考えられる点であり、
増殖能力に優れ、なおかつ動物実験における経験が豊
富で、形質を安定に維持したままの培養系が確立し易
いと考えられる点である。一方、体性幹細胞は、優れ
た分化能力を有する種類が報告される一方、採取、培
養系での増殖などにおける困難が指摘される。
（注３）ヒト胚規定の変更
ドイツでは1991年に「胚保護法」が成立し、生殖補
助医療を容認する中で、ヒト胚使用を厳しく制限した
が、2002年6月28日に公布（7月1日施行）の「幹細胞
法」Gesetz zur Sicherstellung des Embryonenschutz
im Zuzammenhang mit Einfur und Verwendung men-
sclicher embryonaler Stamzellenによって、例外規定と
して、研究目的のためのES細胞の輸入および使用を、
条件を定めて容認することとした（岩志（2002））。ま
た、英国では2001年に法文を追加して研究目的の使用
の拡大を認めている。
（注４）日本における規制と問題点
現在に至るまでわが国には、ヒト胚の取扱いに関す
る包括的・直接的規定を有する法律は成立していない。
日本産科婦人科学会が、会員が行う生殖補助医療およ
び研究のために会告として規則を定めて運用してきた
のみである。しかし、これは学会登録者限りの自主
的・任意の形態である。
一方、この会告による自主規制に反する行為がとき
に公然と行われる状況、および、出自を知る権利など
の子の福祉を優先した新たな権利概念の出現、カウン
セリングによる精神的支援の要請、加えて、代理母、
胚提供、人工授精などに関連した遺伝的・社会的親子
関係の複雑化と法制度・社会制度への影響の懸念、こ
のような諸問題を包含する非配偶者間の生殖補助医療
の是非を問う問題を契機に、厚生労働省における検討
委員会（厚生科学審議会生殖補助医療部会）を中心に
法制化を考えた議論が進められるに至っている。一方、
配偶者間の生殖補助医療は、行政においては特段の管
理・規制・保護等のないままである。
（注５）生命科学技術進歩と生命倫理
平成13年3月、第２期「科学技術基本計画」におい
ても、ライフサイエンス（生命科学）が、科学技術の4
重点分野の1つであると同時に、「科学技術に関する倫
理と社会的責任」の項において、科学技術発展に不可
分の課題としての生命倫理問題の重要性が、その筆頭
に挙げられている。
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省より1800万ドル（3％）が充当
され、その成果は、生命倫理に関
する政策の重要な知的基盤になっ
ている（綾乃（2001））。また、こ
うした施策が、倫理審査委員会等
の水準を上げ、また、それを支え
る人材を養成している（注6）。
英国は、1978年における世界初
の体外受精児の誕生（注7）、また、
1997年のクローン羊作成（注8）な
ど、胚や生殖が関わる科学技術の
分野において世界をリードしてき
た。さらに、ヒト胚に関する社会
的管理も、他国に類を見ない「法
律と法定の管理機関」を機軸とし
た、十年来の歴史を踏む独自の社
会システムを有する。
他方わが国は、新たに出現する
生命倫理問題にダイナミックに適
応して問題解決を図る基盤となる
ような包括的な社会システムを有
しているであろうか。今後ますま
す深刻化すると考えられる生命倫
理問題の解決を図る為には施策と
して生命科学技術と社会的受容と
を結ぶシステム（生命科学技術の
社会的ガバナンスシステム）を構
築することの必要性を検討すべき
現状にあると思われる。その際、
英国の既存制度は有益な情報を与
えてくれるであろう。そこで、英
国のヒト胚に関わる管理システム
が成立した背景とその機能の実際
について紹介する。図表３は英国
とわが国におけるヒト胚に関わる
諸規制の比較を示したものである。
比較項目 英　国 日　本　
蘆規制の形態 法律 学会・行政による別個の
（1990年ヒト胚・受精法など） 任意の自主的規制
蘆管理機関 専門管理機関（独立行政委 学会・行政による別個の審
員会）による許認可（ライ 査制度
センス）制度
蘆生殖補助医療 容認 学会会告で容認
（体外受精胚の
作成と移植）
蘆研究目的のヒト胚作成 容認 学会会告で容認
蘆ES細胞樹立 容認 行政指針で余剰胚に限り容認
蘆ES細胞樹立のための 容認 行政指針で禁止
ヒト胚作成
蘆研究における 容認 学会会告で容認
余剰胚利用
蘆クローンに関する 法律 法律（2001年クローン法）
規制の形態 （2001年人クローン個体法） および法律に基づく指針
蘆クローン個体の作成 禁止 禁止
蘆クローン胚の作成 容認 禁止
蘆代理母 営利の斡旋業の禁止 学会会告で（間接的に）
禁止・行政で検討中
蘆胚の他のカップルへの 容認 検討中
提供
図表３　英国・日本におけるヒト胚に関する施策の比較
（注６）生命科学技術の一環としての社会学的検討
米国は 1990年から ELSI（Ethical, Legal and Social
Issues）研究プログラムが開始された。目的はヒトゲ
ノム計画やゲノム研究がもつ倫理的・法的・社会的問
題を特定し、分析することに加え、これらの問題につ
いて広く社会一般に情報提供を行うことである。研究
プログラムは、 NIHの NHGRI（ National Human
Genome Research Institute）とエネルギー省のOBER
（Office of Biological and Environmental Research）に
よって運用される。これらによって、少なくとも284
以上の研究・教育プログラムを支援し、625以上の成果
を生んだとされる。これらの成果は、生命倫理に関す
る政策の重要な知的基盤になっていると評価される。
EUにおいても科学研究助成予算の２％を倫理研究に当
てている。（綾乃 （2001）。日本バイオ産業人会議
（2001））。
（注７）体外受精児
体外受精児誕生を成功させたPatric SteptoeとRobert
Edwardsの研究は、安全性に対する疑問視から公的な
研究費を獲得できなかったといわれる（J. Gunning）。
わが国では1983年に東北大学から最初の誕生が報告
されたが、倫理的議論が沸き起こったと同時に、同大
学産婦人科には、不妊に悩む人々から多数の問い合わ
せがあったという（菅沼　（2001）、鈴木雅洲『体外受
精―成功までのドキュメント』共立出版、1983年から
の引用として）。
わが国では年間１万2千人（全出生児の約１％、
2000年）、累計4万人を超える出生があるとされる（総
合科学技術会議（2001）。菅沼（2001）、72-82頁）。
（注８）人クローン
現在クローン規制の国際的協調、すなわち国連にお
けるクローン禁止の国際条約化が検討されている
（2001年8月7日第56回総会へ独・仏が提案）。しかし、
米国を中心にクローン個体・クローン胚両者の禁止を
訴える国と、クローン個体のみをまず禁止する立場の
国（独・仏・日など）との間で必ずしも折り合いがつ
いていない（菱山（2002））。
クローンに関する施策の比較
その他
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２‐１
伝統的な法案策定の手法
英国におけるヒト胚の管理シス
テムは、法律と法律によって定め
られた専門の管理機関（独立行政
委員会）とから成立している。そ
の成立の際に用いられた英国にお
ける法案策定の手法、すなわち、
新たな社会的・法的規制を定める
に際してのプロセスを以下のよう
に概観できる。
①諮問委員会における検討とそ
の報告の公表。
②緑書（Green paper、Consul-
tation Paperとも呼ばれる。
問題の背景・論点・解決の選
択肢を示して社会に問う）の
提示。
③白書（White paper、Frame-
work for Legislation、立法化
の枠組み、緑書の反響を受け
て、検討点を整理した法案と
しての提言）の提示。
④議会で法律を制定。
このように、まず社会の議論を
喚起し、反響を取り込むという一
連の法案策定プロセスが、英国で
は伝統的に行われてきた法案策定
の一般的手法である。ヒト胚に関
わる法案の検討も、同様なプロセ
スを経ている。
２‐２
管理機関の変遷
1982年に設置された諮問委員会
Committee of Inquiry into Human
Fertilisation and Embryologyが
1984年に報告（Warnock Report,
ワーノック報告と呼称）を公表し
た（注9）。ワーノック報告では①許
認可機関とその機能、②実施に係
る原則、③不妊治療サービスの提
供、④研究の法的規制、⑤新たな
科学技術を踏まえた既存法の改
正、について勧告を行っている。
この報告で最も重要な点は、ヒト
胚の研究活動・生殖補助医療を社
会的に管理（統制）する、法定の
２．法律と管理機関とから成るシステム（図表4参照）
VLA：Voluntary licensing authority for human in vitro fertilisation and embryology
ILA：Involuntary licensing authority for human in vitro fertilisation and embryology
HFEA：Human fertilisation and embryology authority
HFEact：Human fertilisation and embryology act
図表４　英国のヒト胚に係る社会システムの成立
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許認可機関を設置しなければなら
ない、とした点にある（注10）。
この報告の後、1985年に専門職
能集団すなわち研究者団体の医学
研究評議会（Medical Research
Council, MRC）と、英国の産婦人科
医を統括する英国産科婦人科学会
（Royal College of Obstetrician &
Gynecologist, RCOG）とが共同し
て自発的認可機関VLA（Voluntary
licensing authority for human in
vitro fertilization）を設立、現在
の管理機関機能・システムの基本
骨格を確立した。
このVLA設立の背景には、政
府がすぐには対応しなかったとい
う状況のほかに、不妊治療の臨床
を実施する立場から、訴訟回避の
意味からも規範に基づく管理が必
要であったという事情があるとさ
れる。VLAはワーノック報告の
勧告を基盤にしており、その業務
は、①実施規範の策定、②ヒト胚
研究・生殖補助医療の許認可、③
グラント審査、④MRC/RCOGへ
の報告、⑤実施に係る情報の公開、
⑥社会の議論と管理手続きに関す
る方策への貢献、であり、現在の
管理機関機能の主要部分を既に包
含したものであった。VLAは毎
年報告書を発行し、情報の公開に
も努めていた。
ただし、個別の許認可や実施規
範は、VLAの性格上、任意の参
加意志に依存していたわけで、強
制力を有し、独立しつつも国家的
管理機関である現在のHFEA
（後述、Human fertilisation and
embryology authority）とは、社
会的位置付けは異なっていた。
VLAは1989年以降ILA（暫定
的認可機関 Involuntary licensing
authority for human in vitro fertil-
isation and embryology）と名称
を変更した。これは、RCOGが財
政難のため財政支援を打ち切り、
残るMRCも政府予算から補助を
受けるようになるなどの事態に対
応して、VLAがあくまで行政的
公的機関設立までの暫定的機関で
あることを名称の上から強調し、
公的機関設立を促すためであった
とされる。
このような経緯を経て、1990年
のヒト胚・受精法HFEact（Human
fertilisation and embryology act）
の成立により、管理機関HFEAが
設立され、1991年8月以降、活動
を開始した。
３‐１
ワーノック報告から現在まで
1984年にワーノック報告が公表
された後、英国医師会、RCOG、
MRCなどの専門職能団体やロー
マカトリック教会などの宗教団体
などからヒト胚の課題に関する個
別見解や報告書が発表され、研究
者の側からもキャンペーンが行わ
れたという（注11）。それを契機に政
府は、1986年に緑書で議論を喚起、
1987年に反応を受けて白書で法案
の枠組みを提示して意見を求め、
1990年議会で法律が制定された。
制定された法律HFEactの骨格は、
盧禁止事項と罰則の規定、および
盪専門管理機関の設置とその機能
に関する規定である。
HFEactが成立した時点で、英
国におけるヒト胚の取扱いに係る
制度的基盤は整備された。しかし
ながら、科学技術は常に進歩を続
ける。法律の制定後に再生医療や
遺伝子治療などの分野における研
究の進歩が顕著であったため、
３．ヒト胚の取扱いに関する法律HFEactの制定とそれ以降の動き
（注９）ワーノック報告・HFEactへ至る経緯について
ワーノック報告・HFEactへ至る経緯について、三木
（1995）は、以下のように分析する。
1958年に政府部内に設置されたヒト人工授精に関す
る委員会の報告が1960年に出され、AIH（配偶者間人
工授精）を容認し、AID（非配偶者間人工授精）は、
規制はしないが極力用いないとした。その後1973年に
は英国医師会に設置された委員会によって提言がなさ
れ、その提言を基盤に、英国産科婦人科学会による自
主規制、AIDセンターの設置、国民健康保険の適用が
実現した。この時点で人工授精は社会的に抑止できな
いものとして受容されたと考えられる。
（注10）ワーノック報告
ワーノック委員会は、1982年、行政府によって諮問
委員会として組織された。
蘆委員の構成は哲学１、神学１、行政１、助産婦１、
医師３、心理学２、医学研究１、審議会部門長１、
ソーシャルワーカー１、弁護士２、里親協会１、
財団理事長１の計16人。
蘆行われた意見収集：証言254団体、695通の手紙・
付託書。
蘆検討された課題：秬共通問題、秡個別問題（①人
工授精、②体外受精、③卵子供与、④胚供与法、
⑤代理母、⑥不妊治療技術の応用、⑦精子・卵
子・胚の凍結と保存）、秣科学研究における諸問題
の研究とその展望、稈避妊治療サービスと研究の
規制。
蘆それらの課題ごとの構成を盧定義や内容、盪反対
意見、蘯賛成意見、盻諮問委員会としての見解と
その留意事項、としている。
蘆意見の収束については、胚の使用以外の項目では、
収束しているが、意見の分かれた問題は巻末に
「異見表明」として、記載した。
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1998年その間の進展を踏まえた
勧告（Human Genetics Advisory
CommissionおよびHFEA）を行っ
たほか、1999年にはChief Medical
Officerの下に委員会を設置し科学
技術の変化に対応する施策に関す
る勧告を行った。その勧告を受け
て2001年には、胚を使用できる
研究として、①胚発生の研究、②
重症疾患の研究、③重症疾患の治
療のための研究、を追加する法律
（Human Fertilisation and Embryology
（Research Purpose）Regulations）を
制定するに至った。また同2001
年、生殖クローン法（Human
Reproductive Cloning Act 2001）
を制定し、クローン個体の作成の
禁止（クローン胚作成は許容）を
刑罰付きで定めた。
また、胚の研究使用の拡大を受
けた新たな動きもあった。ヒト受
（注11）ワーノック報告後の社会の反応
社会では多くのマスメディアが取り上げ、1985年に
は十分な検討を要する社会問題であるとの認識で一致
したとされる（武藤 （1994））。また、十分なキャンペ
ーンの結果として、一般の人々の関心も喚起し、ヒト
胚の発生過程で出現する「原始線条」がどのようなも
のであるかまで、当時のヒト胚関連の知識は浸透した
との見方もある（A. McLaren）。
なお、英国の保健制度では、NHS（国立保健サービ
スNational Health Service）による疾患別の資金提供の
優先順位を地方当局が決定するが、生殖補助医療の順
位は高くはなく（刺青を剥がす治療に次ぐ程度ともい
われ）、20％程度の実施が提供を受けるに留まり、かつ、
資金提供には条件があり、4年間くらいのウエイティン
グリストがあるという（石井（2001b））。
（注12）幹細胞研究に関する英国上院委員会報告
報告書は、2001年の胚使用研究の拡大を受けて、実
際の研究のための使用について、実証的検証を行って
報告した。その検討に当たり53の団体、58の個人から、
各々、文書または文書および口頭にて、証言を得て、
判断の根拠としている。
検討の主たるポイントは、①体性の幹細胞研究の進
展で、胚の使用は不要ではないかという点、②胚使用
を研究目的に拡大するのは倫理上不適当かという点、
③クローン個体作成に結びつくのではないかという点
であった。
これらについて、27項目の勧告を行っているが、以
下に主要な事項を取り上げる。（数字は報告書にある勧
告の番号）
４．治療目的には両方（ES細胞および体性幹細胞）
の道筋から進められる必要がある。一方だけで
は十分に対応できない。
７．胚の滅失に関する倫理的検討では、現行の法と
社会情勢からすると、すべての胚使用を禁止す
るに足る納得は得られなかった。
８．受精後14日以内という規定は残すべきである。
９．（法的には認められているものの、）余剰胚を使
用できるのであれば、研究目的に胚を作成する
べきではない。
11．研究目的の14日以内胚の規定に関しては、受精
胚も、クローン胚も倫理的に区別しない。
12．クローン胚は余剰胚では適わぬ理由がなければ
作成されるべきではない。
14．安全性の問題は現時点で人クローン個体作成を
容認させない。
15．倫理的見地、人体実験・家族や子の福祉の問題
等から、人クローン個体作成は認められない。
19．適当な時期（例えば10年後）に、体性幹細胞研
究等の進展を鑑み、ヒト胚研究が引き続き必要
かどうか判断すべき。
23．政府は新たな規制に際しては、基礎研究が細胞
移植医療の進展に寄与することを考慮に入れて、
行うべき。
24．精子や卵の提供に際しての無償性は、生殖補助
医療の商業化防止に重要であり、継続すべき。
26．監督指導する委員会の下に幹細胞バンクを設立
し、ES細胞の質を検証したり使用を監視したり
することが必要で、HFEAがライセンスする研
究のES細胞はそこに登録されるようにする。
27．HFEAはES細胞が永続的継代が可能である性質
をよく考慮し、将来の様々な使用状況を含めて
インフォームド・コンセントを得るようにすべ
きで、当初のインフォームド・コンセントで使
用範囲に限定がある場合は、その胚を用いてES
細胞を樹立すべきでない。
（注13）原始線条
英国ではワーノック報告以来、発生上の変化を踏ま
えて、胚から個人への発生の中の1つの区切りの目安
として「原始線条」の出現を使用している。
参考：ドイツでは受精後核の融合の時点までを、保
護されるべきヒト胚とは認めていない。なぜ
なら、受精後、精子・卵子の各々に由来する2
つの前核は、およそ12時間から24時間の間そ
れぞれ別個に存在してDNA複製を生じ、複製
終了後に核膜が融解して初めて染色体が対合
して、一個の細胞として成り立つ成熟を終了
するからである。この間は、成長可能な一個
の胚形成に至る途上の段階、すなわち、保護
の対象となるヒト個体につながる概念に相当
しないと見なしたからである。したがって、
ヒト胚の凍結保存が禁じられているドイツに
おいては、核の融合以前の受精卵のみが凍結
操作を含む、研究等の操作対象であると考え
られる。但し、ドイツでも生殖補助医療にお
ける胚移植等に関しては認められている。（ギ
ュンター＆ケラー（1991）。市野川（1994）。
鈴森（2002）、19頁。）
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精胚とクローン胚について、実際
の研究のための使用状況に関する
実証的検証を行った幹細胞研究に
関する英国上院（貴族院）委員会
が報告書（ the House of Lords
select committee report on stem
cell research 2002年2月）をまと
めた。ヒト胚およびクローン胚の
14日以内の使用の継続や、幹細胞
バンク設立の構想など、27項目に
ついて言及している（注12）。その勧
告を受けて、保健省は対応措置に
関する報告を2002年7月に公表し
た。この報告は、おおむね上院委
員会報告書に沿った結論となって
おり、その中で委員会の提示した
項目の個別検討を行い、その対応
策につき見解を示した。
３‐２
現在の規制状況
英国におけるヒト胚に関わる規
制の概況としては、ヒト胚の作
成･使用の許可（ライセンス）制と、
原始線条出現以降の使用禁止であ
る（注13）。英国におけるヒト胚に係
る禁止事項はまず、盧ヒト胚の作
成・使用を、許可（ライセンス）
を得て行う場合を除き禁止する。
盪ヒトに移植し得るのは、ヒト由
来の胚や配偶子（精子や卵子）で
あるとし、原始線条出現後の使用
を禁止する。原始線条とは、受精
後14～15日目に胚の一方向にあ
る端が盛り上がって出来、胚に認
められる最初の特徴的変化であ
る。一卵性双生児の分離は遅くと
もこの時期までであり、原始線条
をもとに17日までには神経溝が
形成され、23日頃までには両側の
神経襞と呼ばれる構造が融合して
「脊髄（神経管）」が認められるよ
うになる。法律では同時に、実際
的な観点から、相当の時期として
「14日を越えない時期」と定めて
いる。また禁止事項として、ヒト
胚の動物への移植の禁止、胚への
核移植が禁止される。さらに、配
偶子に関して、蘯 配偶子の保存、
人工授精、動物との交配を許可無
く行うことを禁じる。
ES細胞の樹立は受精後4～5日
で行われることが多いため許容さ
れている。研究目的のヒト胚作成
やクローン胚の作成も容認される
が、クローン個体の作成は禁止さ
れている。禁止事項に対しては刑
罰が科せられ、10年以下の拘禁あ
るいは罰金あるいはその両方とさ
れる。
一方わが国では、クローン胚の
作成は法律（それに基づく「特定
胚の取扱いに関する指針」）で禁
じられ、また、研究目的のヒト胚
作成に関しても議論が分かれている。
HFEAは保健省の管轄下に置か
れる公的機関であるが、その活動
に高い独立性が確保されているこ
とが特徴の一つである。その機能
と行政組織上の位置付けは、わが
国の独立行政委員会（国家行政組
織法第３条に基づく、独立性のあ
る行政委員会）に相当するとみな
される。すなわち、府・省の外局
に（通例）位置し、独立して機能
する行政機関で、例えば、総務省
の公正取引委員会がこれに相当す
るといえる。
４‐１
機能の概要
主要な機能は以下のとおりである。
盧生殖補助医療およびヒト胚研
究を実施する施設へのライセ
ンスの付与と査察。
盪実施規範Code of Practiceの
作成。
蘯配偶子の保存の管理。
盻実施に係る情報の管理。
眈広報・情報提供活動。
眇行政施策策定の支援、など。
４‐２
構　成
議長を含む21人の委員と4人の
シニアスタッフおよび保健省から
のオブザーバー1名を加えたメン
バーが7つの機能別の部門（委員
会・作業部会）を分担する構成で、
業務を行う。HFEAの委員会には、
機能に応じて①査察委員会Audit
Committee、②実施規範委員会
Code of Practice Committee、 ③
ライセンス及び課金委員会Licens-
ing & Fees Committeeなどがあ
り、各々が独立に機能する。これ
らの委員等にその他の研究スタッ
フ等を加えた職員の総勢は45名。
予算の規模は2001年度で約288万
ポンド（約5億5千万円）。この半
分をライセンス料、残る半分を保
健省からの予算で賄っている。支
出は人件費136万ポンド、運営費
131万ポンドなどとなっている。
４‐３
ライセンス
2002年現在で、生殖補助医療実
施施設を中心に115の施設が登録
されている。IVF（体外受精）実
施施設は75施設、人工授精のみ
は23施設、研究のみを行う施設
は6施設である。体外受精の施行
は年間25,273周期で、出生5,513
である。
ライセンス制度は、詳細な報告
義務や査察制度を伴っている。ま
た、このライセンス制度によって、
不認可とされたり、取り消された
りするクリニックもある。したが
４．公的管理機関HFEA
16
科学技術動向　2003年３月号
って、生殖補助医療の実施に関し
ては、時にライセンスを巡って、
また、実施の適不適を巡るHFEA
の監督権利を巡って、訴訟になる
ケースもある。また、認可されな
い、あるいは英国でのライセンス
を取り消されたクリニックの中に
は、例えば米国に移って開業する
診療所の例などもあるという。こ
うした意味でも患者本位にクリニ
ックの技術水準を確保していると
いえる。件数としては、最初の9
年間で2件の取り消しがあったと
される（ブリスデン（2000））。
さらに、実施施設より得られた
データ情報をもとに、生殖補助医
療を受ける患者を対象としたガイ
ドブック（The Patients' Guide to
IVF Clinics Provisional Data
2002）が作成され、各診療施設ご
との詳細で具体的な最新データを
収載して情報を提供。治療成績や
患者数等も一目瞭然である。
このようにして、HFEAはライ
センス制度によって、また、患者
への情報提供を通じ、ヒト胚に関
わる診療および研究の質的水準を
確保している。
一方、HFEAに申請される研究
課題は、まず研究実施機関外の倫
理委員会の審査（例えば公的倫理
委員会LREC：英国では保健省の
NHSの管轄下にResearch Ethics
Committees （REC）と呼ばれる
独立の倫理審査・助言機関のシス
テムを有している。LRECは、そ
の中で地域ごとに配置されたも
の）を経た上で提出され、HFEA
では専門家のレビューが行われた
後に、委員会で審査される（注14）。
過去1991年以来141課題が提出さ
れ、その内136課題が許可され、
77課題は既に終了したという。
2002年8月現在、28研究課題が19
施設において実施されている。課
題の主要な内容は生殖補助医療に
関連するものである。ES細胞に
関しては、ヒト胚から樹立するま
ではHFEAの監督の範囲である
が、一旦樹立された後の使用には
関与しない。また、現在、MRC
における幹細胞バンク化が計画さ
れている。2002年には2件のES
細胞樹立計画が許可された。以下
に、実際の胚の使用に関する参考
データを示す。
参考データ：
1991年から1999年までの間に英
国におけるヒト胚利用の実績
（Walters （2002））。
①作成された胚数：925,747
②移植された胚数：423,153
③移植用保存胚数：225,627
④提供用保存胚数：448
⑤研究への提供数：53,497
⑥廃棄された胚数：294,584
⑦研究目的の作成数：118
（データはHFEA報告書および幹細胞
研究に関する英国上院委員会報告書
に基づく）
４‐４
査　察
実施施設の査察は、HFEAメン
バーをリーダーとする調査チーム
を作り、予告なしに施設を訪問し
て調査を行うことが中心である。
リーダー以下のチーム構成を医
師、科学者、他の分野に従事する
者（カウンセリングや、看護など）、
およびHFEAの幹部スタッフから
なるように構成しており、こうし
たチームを組むために52名のパ
ートタイムの調査員を雇用してい
る。査察調査の実施要領Inspection
protocolsが作成され、適宜改訂さ
れつつ用いられている。英国にお
いてこのような実際的な査察は、
これが最初ではなく、動物愛護の
観点から内務省の管轄で行われて
いた実験動物に関する調査も、同
様に予告なく調査員が施設を査察
するというやり方であった。
４‐５
ライセンスの更新
従来、ライセンスは1年毎の更
新であったが、現在では実績のあ
る施設に関しては3年毎とする方
式に変更された。ライセンス審査
のために3年毎に行う従来型の査
察調査に加え、毎年施行される暫
定的調査interim inspectionと呼ば
れる小規模な調査を、（本調査と
同様な方式で）前回調査に基づい
た重点的項目についてのみ実施し
ている。
４‐６
実施規範
HFEactに基づいてHFEAにお
いて策定される実施規範は、実施
施設が行う実際の臨床・研究にお
ける手順の在り方を示す。この実
施規範の基本理念で特に重視され
るのが「生まれてくる子の福祉」
を守る役割である。この原則に従
（注14）研究課題の審査
申請された研究課題のピアレビュー（専門家によるレビュー）を行うた
めに、HFEAには44名のピアレビュアーが登録されており、研究課題の
目的、重要性、ヒト胚を用いることの正当性、実験計画の妥当性、期間の
適正、実験者の妥当性などが判断される。レビューの結果は申請者に明示
され、より明確さを増す形に申請を改訂し、HFEA委員会のライセンス審
査に掛けられる。
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い、①研究実施者について、②実
施施設基準、③子の福祉、④ドナ
ーの要件、⑤秘密保護、⑥情報提
供、⑦インフォームド･コンセン
ト、⑧カウンセリング、⑨配偶子
と胚の使用、⑩配偶子と胚の保存、
⑪研究、⑫報告、⑬苦情申し立て、
についてそれぞれ規定している。
実施規範はHFEAで策定され、
所管の保健省大臣（閣内相）の承
認を得て効力を発する。現在運用
されているのは第5版で、2003年
中に第6版となる予定である。
４‐７
透明性の追求
HFEAは常に社会に対する透明
性を向上させるための努力を行っ
ている。特に活動状況・財政状況
や、管理上に得られた情報に関す
る広報活動の徹底が図られる。こ
のことは、詳細で具体的な記述で
成り立つ報告書にも示されている
（HFEA, Eleventh Annual Report
and Accounts 2002）。
４‐８
独立性の保持
HFEAは、実施規範について保
健省大臣の承認を必要とするほ
か、同大臣への報告義務をもつ。
しかし、その機能、審議や決定に
おいて、保健省からも、RCOGの
ような専門職能集団などの団体か
らも、独立性を保っているといわ
れる。保健省とHFEAとの関係は、
良好な「リエゾン（liaison）」の関
係であると言われ、互いに常時連
絡し合い、良好に連係する関係を
有するとされている。しかし、予
算面などでは相互の軋轢も存在す
るという意見も聞かれる。
４‐９
委員の公募
議長を含むHFEAの委員・職員
の採用は公募によって行われてお
り、あらゆる差別・偏見を排した
機会均等性を与えると宣言してい
る。新聞等に広告を掲載して募集
し、HFEA議長、HFEA委員、保
健省の担当者の3名による面接等
を経て選考されるが、１例では、
4名の委員枠に対し339名の応募
があったといい、HFEAの業務に
対する社会的関心や評価の高さが
示されている。
４‐10
専門家と一般市民
専門家の協力が無ければ、専門
的事項の適切な理解・把握は不可
能であり、一方、一般市民の参加
が無ければ社会的自己決定は成立
しない。生命倫理問題の解決には、
専門家と一般市民との相互協力が
不可欠であると考えられる。
HFEAにおいて、議長・副議長
は非専門家である（医者、生殖補
助医療関係者、グラントを取得す
る研究者ではない）ことが求めら
れ、委員会においても専門家の割
合を、非専門家の3分の1から2
分の１までに抑えるよう規定され
ている。さらに、上記のように議
長を含む委員は公募による。
実施規範の策定、査察の実施と
いうプロセスに専門家は欠かせな
い。しかし、専門家による援助や
技術的な判断の基準をもつことに
加えて、HFEAの主要な軸となっ
ているのは、一般市民の意見・立
場を勘案して社会の判断を代行す
る視点を備えることであり、この
ことがまた、英国の管理システム
が社会的信託を得ることの裏付け
となっていると考えられる。
４‐11
HFEAの評価
関係者の間での、HFEAの総合
的な評価は、完璧とは言わないま
でも、極めて有効に機能している
というものである。その中で、管
理を受ける研究者側も、科学技術
が社会的に受容された状況（社会
の納得と社会的自己決定）の中で
行われるのは必定のことであり、
これに伴う手続きの必要性を理解
している。特に国家予算を使う研
究の場合は、納税者との関係にお
いて当然であるとの認識が見られる。
しかし、他方では、HFEAは社
会からの告発に晒されている。例
えば、移植すべき胚の取り違えに
よって白人夫婦に黒人の子が生ま
れた診療所の医療ミスに対して
HFEAの責任が問われている。ま
た、最近の例として、サラセミア
という遺伝性の血液の病気の子供
がいる夫婦が、次子を得るに際し
て、着床前遺伝子診断をして胚の
選別後に健常な子を生み、さらに、
その子の臍帯血を前の子供の疾患
治療に用いようとした。HFEAは
この計画を認可したが、CORE
（Comment on Reproductive Ethics）
というカトリック系の圧力団体が
これに反対して告発した。法廷闘
争の結果、裁判ではHFEAが敗訴
し、本計画は差し止められること
となった（2002年12月20日BBC
News World Editionより）。
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現在の英国では文化的・宗教的
背景をステレオタイプに捉えるこ
とはできない（宗教的多様性の増
加、教育レベルの高低2極化）と
もいわれる。しかし、社会規制の
取り決めに関しては、以下のよう
な厳然としたプラグマティズム
（実用主義）の存在を指摘するこ
とが可能である。
盧社会における議論の形成に関
するスタンス
論争となっている問題とその争
点に関する高い知識と関心とを一
般大衆の誰もがもつべきであると
期待することは現実的ではない。
しかし、少なくとも関心ある人々
に対し、情報を明示し、徹底的に
意見を聞き、議論する機会を作り
出すことが重要で、かつ、実施に
おける透明性を確保する仕組みを
作る。
盪倫理と社会的規制に関するス
タンス
自由主義社会においては、各人
各様の個人的倫理観が存在するこ
とが容認される。したがって、い
かなる社会的規制の取り決めに際
しても、完全な倫理的一致は困難
である。ゆえに、各個人の倫理観
と社会における規制や管理システ
ムの在り方との間には、ある程度
の開き（ギャップ）を生じるのは
当然であるという大前提を設け
る。この前提に立って、社会にお
けるギャップの総和を最小限にす
るための倫理的議論を行う。また、
この前提から、実効性の高い管理
システムを設置するとともに、シ
ステムにおける透明性の確保と市
民の参加を実現するという施策が
生まれてくると考えられる。
蘯科学技術の不確定性に対する
スタンス
新しい科学技術の応用に不確定
性（予測不可能なリスクの可能性）
が存在するのは必然であると、考
えられている。したがって、常に
リスク・ベネフィット（危険と利
益）を比較衡量して判断・自己決
定していくことが求められ、かつ、
そうした自己決定が可能な状況を
社会が作ることが重要であるとす
る（不確定性の不確定度やそれを
究明する議論に終始するわけでは
ない）。
英国におけるシステムの背景に
は、長い伝統を有する個人主義・
自由主義社会でありながらプラグ
マティズムに根ざした権利意識や
方法論を実現できるような社会構
造の形成があるといえそうであ
る。英国においてはヒト胚に係る
管理システムにより、社会的要請
で即時的に、すなわち新たな法規
制を追加することなく管理機関の
権限として、研究を停止させるこ
とも可能である（HFEAは合理的
根拠に基づき、一時的なライセン
スの停止を即時に行うことができ
る）。この意味で英国のシステム
は、生殖補助医療およびヒト胚研
究一般に関し、連邦としての法規
制をもたない米国や、自主規制に
留まる日本とは異なり、社会的要
請に応じた機敏かつ、柔軟な対応
が可能なシステムであるといえ
る。言うまでもなく、そうした機
敏な対応の基盤は、ヒト胚研究及
び生殖補助医療に関して、実施の
実際の状況を把握し得る英国の管
理システムの査察を含む包括的な
機能にある。このように柔軟な対
応が可能なシステムが、不確定性
を包含しつつも、社会的受容との
両立を図りながら適切に生命科学
技術を実施、発展させる基盤・背
景として重要であると考えられる。
ここで一般社会と施策の提案者
との直接的な対話の機会として開
催された、男女産み分けに関する
討論（Sex Selection Debate）に
ついて、相互の対話の1例として
紹介する。
まず、HFEAによって一般社会
の議論を喚起するためにまとめら
れた冊子（Consultation document
と呼ばれる）が発行され、それを
共通の基盤として、英国議会下院
（庶民院）の一隅（Jubilee Room）
に集まった数十名の一般の参加者
とHFEA議長を含む数名の専門家
５．英国におけるヒト胚管理システム成立の背景
図表５　英国システムの構造の分析
英国のヒト胚に関わる管理システム成立の背景と機能の実際
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パネリストが直接に対話する討論
が行われた。討論ではHFEAとし
ばしば対立している圧力団体から
の参加者もあり、かなり激しい議
論の場面もある。終了後にはその
場で軽食を摘まみながら、参加者
が懇談し、関心を持つ人々同士の
議論が行われた。
なお、男女産み分けの問題は、
医学的理由以外に、一般的な適用
も認めるか否かという論点が中心
であり、性差に関わる様々な社会
的問題点の他に、性の選別の許容
が、ひいては、遺伝子診断や改変
によって親が望む形質の子を選別
したり作成したりすることにも繋
がることの是非（デザイナー・ベ
ビーへの門戸として）も、論じら
れている。
このように、一般社会との関係
において、①専門機関からの情報
提供、②意見の直接的交換・議論、
③それを通じての相互理解と一般
社会からの意見の取り込み、が行
われる。
一般市民と専門家との討論は、
管理機関と一般社会とが協調して
問題を解決する際に、相互理解
（情報・知識の共有）の基盤形成
に寄与する一例であると述べるこ
とができる。
これまでに述べた、英国のシス
テムにおける各要素について相互
の連係を考慮して構造化すると、
図表５のような把握が可能である。
第1に、このシステムの中で、
法律で設置された機関は専門的見
地から実施規範を策定する。実施
規範自体に罰則を伴う拘束力はな
い。しかし、許認可に際して実施
規範に照らした実施状況の評価が
なされるため、不適切な逸脱があ
れば、ライセンスが取り消される。
逆に、生命科学技術の進歩に伴い
実施に係る状況が変化すれば、必
ずしも実施規範に則さない方式で
あっても、正当性が認められれば、
委員会の判断によって許容される
こともあり得るのである。
すなわち、実際的な手順を示す
実施規範は、生命科学技術の進歩
に伴い、より発展的な方法が確立
されれば、実施規範によらずに、
新たな方式を採用することが可能
である。その妥当性は、許認可に
際して委員会が判断を行うのであ
り、妥当なものであれば、容認さ
れることになる。また、法律と異
なり、実施規範の改訂も管理機関
に常設される委員会により行うこ
とができるため、現時点における
社会的受容も含めた適切な対応が
容易である。つまり、英国のシス
テムの重要な特徴の1つである新
たな問題に対応する柔軟性・適応
性は、こうした、許認可機関と、
許認可機関が策定する実施規範と
の機能の連携が担っている。また、
このような許認可における評価を
支える重要な機能が、査察調査で
あると考えられ、その機能も管理
機関によって実効性を有する方式
で行われることになる。
第２に重要な点は、専門管理機
関の独立性と透明性との確保を重
視し、さらに、許認可の審議を一
般市民と専門家の双方の参加によ
って成立する委員会によって行う
ことである。これにより、委員会
が一般社会の視点で判断を行うこ
とで、管理機関における判断と社
会における受容との乖離を避ける
ことができ、翻って、管理機関へ
の社会的信託が得られることにな
ると考えられる。
第３に専門の管理機関が調査研
究機能を有していることである。
この機能は、施策に関わる適切な
助言や、情報提供、広報活動を可
能にする。すなわち、管理機関内
の委員会における判断の基盤とな
る情報、関連の法案策定に係る情
報、これらを、関係者・専門家・
一般社会において、共有化するこ
とを可能にする。すなわち、管理
機関の委員会はもとより、社会に
おける議論、政策決定の場におけ
る議論に、適切な情報を提供する
ことができるのである。英国の管
理機関HFEAの発行するレビュ
ー（例えば特定の問題に関する
Consultation documentなど）は、
専門的にも非常に質の高い内容で
ある。こうしたレビューを発行で
きる水準の高さが、一般社会にお
ける管理機関への信頼を高め、か
つ、施策の水準の高さに反映され
ると推測できる。加えて、専門管
理機関に情報が蓄積されること
で、新たな情報を継続的に取り込
みながら、より調査研究機能自体
の能力を高めることができること
も、今後の生命科学技術発展に対
応する基盤として重要であると考
えられる。
こうしたシステムの構築に加え
て、他方、実施機関・研究者も、
科学技術進歩における社会的受容
の意義を理解し、社会的管理シス
テムを受容していかなければなら
ない。さらに、専門職能集団が私
的立場に留まらず公的施策へ自主
的に関与すること、及び、社会の
構成員も、同様に、共同体の形成
者として、積極的に公的施策の形
成へ関与することが期待され、そ
のための議論や意見聴取の機会・
プロセスが設定されることが重要
である。
先端的な生命科学技術が包含す
る不確定性は、研究の進展と伴に、
その実態や実際的な影響が見えて
くる。さらに、新たな科学技術は
続々と出現する。したがって、法
律のみによる静的な規制には限界
がある。刻刻と変化して行く生命
６．おわりに ――日本におけるシステム構築を考える
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科学技術の様相に対し、また、そ
れを受容する社会の様相に対し、
動的で包括的な管理システムが機
能することで適切に対応し、生命
科学技術発展と社会的受容とを両
立させる必要がある。英国のシス
テムは、わが国にどのような社会
的ガバナンスシステムが必要であ
るかを明瞭に示唆していると考え
られる。
進展の著しい生命科学技術の進
歩が世界の人々の眼前に突きつけ
る共通の社会的問題（科学技術の
倫理的問題）に対し、各国がどの
ように対応していくのかが、今後
の世界に大きな影響を及ぼすこと
になると考えられる。しかしなが
ら、生命倫理問題をめぐる社会的
規制の在り方が投げかける問題に
見るように、現在のわが国におい
て①変化に適応する社会のシステ
ムを形成する社会的な技術（社会
技術）・社会を構成する様々なシ
ステムにダイナミズムをもたせる
基本構造は、未だ乏しい、あるい
は脆弱であるといえる。さらに、
②施策の中に社会の自主的参加・
社会の意見･議論を柔軟に取り込
む共同体を実現・運営するための
システムが十分ではない部分もあ
ると指摘できる。したがって、一
般市民・専門職能集団・行政が一
体となって、研究・医療の実施と
社会的受容との両立の実現を目指
す必要がある。
今後、生命科学技術の進展が惹
起する生命倫理問題は、一層増
大・深刻化することが考えられ、
その解決に対応するために、わが
国は生命科学技術の社会的ガバナ
ンスシステム（社会的な自己決定
に基づく管理システム）の構築を
目指すべき時期にあると考えられ
る。わが国に即したシステムを構
築する際、合理的に構築された既
存の英国のシステムの在り方を参
考とすることが、実効的である。
すなわち検討すべきことは、生命
倫理問題を所掌する独立した委員
会を設置し、許認可制を軸に、専
門的に問題解決に当たる機関およ
びシステムの構築である。こうし
たシステムを骨格として、社会に
おいて生命倫理問題の議論を深め
る基盤、透明性や開示の基盤も形
成されると考えられる。
わが国と同じく専門の管理機関
を置かない米国において、現在の
生命科学技術に対する専門の管理
機関設置の必要性は、ちょうど、
現れたばかりの民間航空業界に対
応して連邦航空局の設置が必要で
あったのと同様であるという意見
も出ている。現代の生命科学技術
の新局面は、新時代の科学技術と
して、もはや専門機関なくしての
管理が困難な状況にあることを指
摘しているのである（フクヤマ
（2002））。
科学技術創造立国を目指すわが
国の科学技術および社会システム
に係る将来展望の試金石は、意外
にこのようなところ（生命倫理問
題に対応する社会システム構築へ
の取組み方）にあるといえるかも
しれないのである。
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高信頼ソフトウェア技術の研究動向
―ソフトウェア基礎技術の確立に向けて―
情報通信ユニット 亘理　誠夫
*
１．はじめに
コンピュータが出現して50年
たち、その装置の形態は、スーパ
ーコンピュータ、パソコン、機器
に組み込まれるマイクロプロセッ
サなど多様化している。その利用
は、企業活動、社会活動、個人生
活の広い範囲に深く入り込んでお
り、一度システムに障害が発生す
ると、その影響は大きい。銀行シ
ステムの障害、携帯電話のトラブ
ル、などの例は記憶に新しい。銀
行システムでは多くのATMから
ネットワークを介して多種の取引
が行われており、システムが巨大
で複雑である。一方、携帯電話は、
単なる電話機能のみならず、ホー
ムページ閲覧機能、メール機能、
着メロ機能、写真機能など多くの
機能を持ち、これらを実現するソ
フトウェアは複雑で巨大になって
いる。複雑化・巨大化に伴い、信
頼性の確保が課題になっている。
システムの信頼性は、ハードウ
ェアの信頼性、ソフトウェアの信
頼性、システム運用管理の信頼性
どれ一つ欠けても成立しない。ハ
ードウェアの信頼性は技術の進歩
とともに着実に向上しているが、
ソフトウェアは人手によって作ら
れるため不安定な要素が入りやす
く、その信頼性には課題が多い。
かつてメインフレーム（大型コン
ピュータ）時代には、ソフトウェ
ア技術者の職人的能力によって大
規模で複雑なソフトウェアを高い
品質で開発していた。しかし、最
近では、ソフトウェアが巨大化複
雑化していると共に、流通ソフト
ウェア部品を組み合わせて短期間
で開発するケースが多くなり、部
品間、モジュール間の仕様記述や
インターフェースの信頼性確保が
課題となっている。一方で、ソフ
トウェアの信頼性技術は、メイン
フレーム時代からあまり大きく変
化しておらず、新しい信頼性技術
の研究開発が望まれている。
本報告では、ソフトウェア信頼
性技術の研究動向を紹介し、日本
のソフトウェア信頼性技術向上へ
の課題を探る。
２．ソフトウェア製造の変化
２‐１
ソフトウェアを「作る」から
「組み合わせる」へ
メインフレーム時代のソフトウ
ェアは、目的ごとに異なったプロ
グラミング言語によって書かれ、
そのソフトウェアを動作させる
OSはハードウェア系列に依存し
た企業ごとに異なる独自OSであ
った。そのため、ソフトウェアの
流通がほとんどなく、ソフトウェ
アは常に一から作り上げていた。
その後、ハードウェアのダウンサ
イジングが進みワークステーショ
ン、パソコン時代になると、
UNIX、Windowsなどハードウェ
アに依存しない汎用OSが広く普
及するようになった。さらに、
Webが普及したインターネット時
代になると、OSにも依存しない
プラットフォームフリーな（共通
の仮想マシン上で動作する）アプ
リケーションが多く使われるよう
になってきた。
プログラミングに使われる言語
としては、数値計算用のFOR-
TRAN、事務処理用のCOBOLを
始めいろいろなプログラム言語が
使われてきたが、最近では、C＋＋、
Javaなどオブジェクト指向言語が
広く普及し標準となっている。こ
のオブジェクト指向言語は、ソフ
トウェアを独立性の高いモジュー
ルに分離することが可能であり、
この普及に伴ってソフトウェアの
部品化、流通、再利用が進展した。
また、OSとアプリケーションの
間にミドルウェアと呼ばれるアプ
リケーションに共通のライブラリ
が業種ごとに用意され、アプリケ
ーションプログラム本体はそれを
呼び出して使用すればよくなっ
た。このような進展によって、プ
ログラミングは積み木細工のごと
くソフトウェア部品を組み合わせ
てつくることができるようになっ
高信頼ソフトウェア技術の研究動向～ソフトウェア基礎技術の確立に向けて～
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トウェアなど多くのソフトウェア
がこの方式で開発されてきてい
る。オープンソースソフトウェア
は、ソフトウェアの仕様とプログ
ラムのソースコードが公開され、
誰でもそのメカニズムを検証でき
る。ソフトウェアの開発は多数の
ボランティアがコミュニティを形
成して、同時並行的に進められる。
優れた提案がすぐフィードバック
され、よりよいソフトウェアが作
られていく。さらにこのコミュニ
ティメンバーが開発したソフトウ
ェアの先進ユーザーとなり、普及
が促進される。
また、ハッカーなどによるセキ
ュリティ問題が多発するようにな
り、その対応のためにソフトウェ
アのメカニズムを知る必要がある
ことから、ソフトウェアのメカニ
ズムの公開が要求されるようにな
っている。この点からも、オープ
ンソースソフトウェアは歓迎され
ている。
りすることが発生している。開発
を優先し信頼性を後回しにする危
険性が多く存在している。
一方、ソフトウェア部品の流通
が盛んになり、それを使用するこ
とによって生産性は向上してい
る。しかし、流通しているソフト
ウェア部品の信頼性が未確認であ
ったり、インターフェースの不整
合やバージョンの違いによる仕様
の不整合が発生することが多い。
ソフトウェア部品のブラックボッ
クス化における危険性を十分認識
する必要がある。
滷オープンソースソフトウェア
の信頼性
最近、オープンソースソフトウ
ェアの利用が盛んになっている。
1990年にPC用Unix互換ＯＳであ
るLinuxがオープンソースソフト
ウェア方式によって開発されて注
目されるようなり、その後インタ
ーネット分散システムの基盤ソフ
た。すなわち、ソフトウェアの作
り方は「作る」から「組み合わせる」
へ変化した。大規模なソフトウェ
ア開発でも短時間で開発すること
が可能となり、ソフトウェアの生
産性は向上したと言える。ソフト
ウェアの変遷を図表１に示す。
２‐２
ソフトウェアの信頼性向上の
必要性
漓ソフトウェア開発の変化
最近のソフトウェアには、多く
の機能の実現が要求され、複雑化
巨大化しており、その信頼性の向
上が強く要望されている。例えば、
携帯電話のソフトウェアは既に数
百万行を超えている。ソフトウェ
ア技術者一人が把握できる範囲は
１万行程度と言われ、多人数で開
発されている。このように巨大な
ソフトウェアは、複数企業の複数
拠点において開発され、場合によ
っては開発コストを低減するため
海外拠点が利用される。従って、
ソフトウェア技術者間、拠点間の
コミュニケーションを良好に保つ
開発工程（プロセス）管理が重要
であり、これが作成されるソフト
ウェアの品質を左右する。
さらに、IT製品の市場の変化
は早く、システムの仕様変更への
柔軟性、開発期間の短縮、システ
ムの保守性向上が求められてい
る。このような市場圧力から、短
納期のためテストが不十分になっ
たり、仕様変更に伴う整合性チェ
ックをおろそかにしたり、保守の
ための機能を十分に取らなかった
蘆システムが多機能、複雑化
蘆仕様の頻繁な変更
蘆短納期がテスト軽視を助長
蘆海外を含む分散拠点での開発の進展
蘆ソフトウェア部品のブラックボックス化の進展
蘆品質未確認のソフトウェア（オープンソース、ソフトウェア部品）の流通
図表２　ソフトウェアの信頼性を低下させる要因
図表1 ソフトウェアの変遷
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ソフトウェアの信頼性を確保す
るための技術としては、図表３に
示すように、ソフトウェア開発各
工程における開発支援技術、ソフ
トウェアの開発工程（プロセス）
の管理技術、ソフトウェア開発ス
タイル・手法がある。以下にその
技術を紹介する。
３‐１
オブジェクト指向言語
オブジェクト指向言語は、プロ
グラムとそれに付随するデータを
ひと纏まりとして独立させ（それ
をオブジェクトと呼ぶ）、オブジ
ェクト間のメッセージ交換によっ
て動作を記述するプログラミング
言語である。オブジェクト指向言
語では、データをこのオブジェク
ト内に閉じこめること（隠蔽）に
よって、データの不用意な他から
のアクセスを防ぎ、信頼性を高め
ることができる。また、オブジェ
クトのインターフェースを明確に
記述させることによっても信頼性
を高めることができる。
しかし一方で、プログラミング
言語はどのような仕様も記述可能
でなければならず、柔軟性が求め
られる。その柔軟性が、オブジェ
クト間のインターフェースに不整
合を許す場合があり、信頼性は保
証されない。すなわち、プログラ
ミング言語のみでは、信頼性と柔
軟性を両立させることはできない。
３‐２
システム設計記述
ソフトウェアの開発工程におい
ては、システムが見通しよく設計
され、その設計が開発メンバーに
よく伝わっていることが、高信頼
なソフトウェア作成に必須であ
る。システム設計に使われる設計
図の記述法としてUML（Unified
Modeling Language）が1997年に
オブジェクト指向言語の標準化団
体であるOMG（Object Manage-
ment Group）によって標準化さ
れている。それまで、多くのシス
テム記述法が乱立していたが、３つ
の知名度の高い方法の開発者（注１）
がその統一化を図ってUMLを開
発した。ソフトウェア設計で使わ
れてきた数多くの図式の集大成と
もなっている。これを使用するこ
とにより、開発メンバーがシステ
ムの設計を共通の言葉で理解し合
えるようになった。
しかし、ＵＭＬは設計図の表記
法を規定したものであり、設計内
容の自由度は制限してない。従っ
てどのようなシステムでも記述で
き、記述された設計の信頼性が保
証されているわけではない。
３‐３
形式手法
形式手法とは、代数論、集合論
やグラフ理論など数学理論をベー
スとした手法であり、要求されて
いる仕様を数学的に厳密に記述で
きる。また、作成されたソフトウ
ェアの性質を数学理論によって検
査・検証することができる。仕様
が形式手法を用いて記述されてい
れば、仕様に誤りが検出されたり
途中で変更された場合、その仕様
訂正は、数学的に正しく行われる。
仕様変更や部分訂正は、システム
全体に思わぬ影響が波及すること
がしばしばあるため、その仕様変
更は信頼性を低下させる大きな原
因の一つである。現状では、経験
に頼った個別の処理で対応してお
３．ソフトウェア信頼性技術
設計工程 プログラミング工程 テスト工程
ＵＭＬ オブジェクト指向言語 論理網羅テスト
形式手法 データ限界値分析
状態推移テスト
プロセス管理
ＣＭＭ、ＴＱＣ
開発スタイル・手法
スパイラル型開発、ＸＰ
図表３　ソフトウェア信頼性技術
上述のようなオープンソースソ
フトウェアの利点がクローズアッ
プされているが、一方、オープン
ソースソフトウェアは基本的に無
償であるため、その品質の保証は
ない。オープンソフトウェアの開
発過程にて十分テストが行われ、
多くの使用歴が積み上げられ、信
頼性が高くなっていればそのソフ
トウェアの品質に問題はない。し
かし、通常、オープンソースソフ
トウェアの開発は無償のボランテ
ィアによって行われているため、
利用する前にその信頼性を確認す
る必要があり、未確認の場合は検
査テスト等に多くの工数がかかる
ことを覚悟しなければならない。
以上説明したソフトウェアの信頼
性を低下させる要因を図表２にま
とめた。
（注１）UMLは、Booch法の提唱者Grady BoochとOMT（Object Model-
ing Technique）法の提唱者James Rumbaughとユースケースの提
唱者Ivar Jacobsonによって、システム表記法の統一を目指し開発
された。
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り、信頼性確保が課題である。
形式手法の研究は、1970年代初
め頃から始められ、これまでに
種々のシステム仕様記述法やシス
テム仕様検証法が開発されてきて
いる1，2）。
盧形式仕様記述言語
形式仕様記述言語とは、数学理
論に基づいて仕様を記述する言語
であり、記述された仕様は誤りや
矛盾がないことが保証される。こ
れまで欧州を中心に種々の記述言
語が開発されている。
形式仕様言語は２つに分類さ
れ、ソフトウェア仕様を集合論な
どに基づくモデルによって記述す
るモデル指向言語とデータの性質
を代数論などに基づいて記述する
性質指向言語がある。
モデル指向言語としては、1970
年代終わりから研究が始まり、英
国Oxford大学にて開発されたZ
記法（注２）、フランスにて開発された
Bメソッド（注３）、IBMウィーン研
究所にて開発されたVDM（Vienna
Development Method）（注４）など
がある。一方、性質指向言語とし
ては、1977年ごろからカリフォル
ニア大とスタンフォード研究所
（SRI）にて開発されたOBJ（注５）、
その発展として1995年ごろから
北陸先端大にて開発されたCafe
OBJ（注６）などがある。
モデル指向言語の代表的なＺ記
法では、システム仕様を状態機械
（状態空間、初期状態、状態空間
に作用する操作）として記述し、
システムがどのような状態になる
か事前に数学的に求めることがで
きる。この手法では単一の状態空
間を用いているため逐次処理型の
ソフトウェア仕様を記述は可能で
あるが、分散協調型のソフトウェ
ア仕様の記述は困難である。一方、
性質指向言語であるCafeOBJで
は、データとプロセスを等式論理
に基づき統一的に表現し、分散シ
ステムの仕様記述や検証を可能と
している。しかし、性質指向言語
の記述法は関数型言語に近くその
表現力が低いのが問題である。す
なわち、モデル指向言語は、表現
の自由度は比較的高いが解析や検
証は難しい。一方、性質指向言語
は、表現力は制限されるが解析や
検証が容易である。
これらの形式仕様記述言語に
は、多数の数学モデルに対応した
多数の形式仕様記述言語が存在し
ており統一化されていない。また、
記述表現は数学的表記が中心で自
然言語から遠いため理解に時間が
かかる。このような要因により、
高度な信頼性が求められる問題領
域のみで適用され、形式仕様記述
言語は未だ広く浸透していない。
盪形式手法による検査・検証ツ
ール
実問題解決に向けた形式手法の
研究が米国では盛んであり、記述
された仕様やプログラムの動作検
査や不正な動作を起こさないこと
を検証するツールが開発されてき
ている。このツールは２つに分類さ
れる。状態探索モデルに基づく検
査ツールとして、1980年に米国ベル
研究所にて開発されたSPIN（注７）、
1987年に米国Carnegie Mellon大
学で提案されたSMV（Symbolic
Model Verifier）（注８）などがある。
もう一つの分類である定理証明に
基づく検証ツールとして、1980年
代半ばに米国のスタンフォード研
究所（SRI）にて開発されたVS
（Prototype Verification System）（注９）
（注２）Ｚ記法は、1970年代終わりにOxford大学Pro-
gramming Research Groupにより開発された
言語であり、集合論に基づきシステム仕様を
状態機械（状態空間、初期状態、状態空間に
作用する操作）として記述する。
（注３）Ｂメソッドは、1980年代半ばにフランスの
Jean-Raymond Abrialが開発したソフトウェア
開発ツールで、Ｚ記法をベースとしている。
（注４）VDMは、1974年PL／Iコンパイラーが正しく
作られていることを検証したIBMウィーン研
究所の研究をルーツとしている。データ集合、
リスト、マップから数学的モデルを構成し、
その状態変化としてシステム仕様を記述する。
（注５）OBJは、1977年以降にカリフォルニア大の
Joseph Goguen（後にスタンフォード研究所
(SRI)、オックスフォード大）を中心に開発さ
れ、代数論に基づいて抽象データ型を厳密に
表現する形式仕様言語である。
（注６）CafeOBJは、OBJの発展として、北陸先端大を
リーダーとする国際チームにより、隠蔽代数
理論に基づいてデータとプロセスを統一的に
モデル化しシステムの動作仕様を記述する言
語として開発され、分散システムの動作仕様
記述や検証を可能としている。
（注７）SPINは、1980年に米国のベル研究所にて開発
が開始された検証ツールであり、線形時相論
理（Linear temporal logic）に基づき、システ
ムの動作を網羅的にチェックして、プログラ
ムがダウンせず正しく動作することを検証す
る。非同期分散システムの動作の検証が可能
である。
（注８）SMVは、1987年米国のCMU（Carnegie Mel-
lon Univ.）のK. McMillanが提案した検査ツー
ルであり、検査対象の状態空間を二分決定ダ
イアグラム（Binary Decision Diagram）よっ
て圧縮して効率的にシステムの動作を検査す
る。
（注９）PVSは、1980年代半ばに米国のスタンフォー
ド研究所（SRI）にて開発された汎用の定理証
明ツールであり、高階論理による証明を用い
て、仕様機能の一貫性や完全性を検証する。
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蘯形式手法の適用例
形式手法を実問題に適用した例と
しては、図表４に示すように、コ
ストより安全性を重視しているシ
ステムの設計や検証に使われてい
る。しかし、その利用範囲は比較
的小規模なシステムに限定されて
いる。今後は、より大規模で複雑
なシステムにも対応できる手法、
手軽に使用できる手法、現在主流
となっているオブジェクト指向言
語の環境と親和性のよい手法の実
現が望まれる。
３‐４
テスト技術
テストは、システム開発全体の
半数以上の工数が必要であるとも
言われており、効率的なテストが
求められている。プログラム製作
中にテストのためのチェックポイ
ントを埋め込むなど事前準備が大
切である。このテストを行うため
のツールとして、代数やグラフ理
論など数学理論をベースとした手
法が開発されている。特に、オブ
ジェクト指向プログラムでは、オ
ペレーションが動的に決定（ダイ
ナミックバインディング）される
などプログラム実行時に決定され
る要素があり、それを事前にテス
トする方法として、状態推移図を
用いたツールが開発されている。
以下にグラフ理論や代数を利用
したテスト技術の例を紹介する。
①パステスト法
プログラムから制御フローを
抽出し、テストケースを生成す
る。制御フローを網羅するよう
にテストが生成されるので、す
べてのソースコードを一度は必
ずチェックすることができる。
②論理網羅テスト
論理判定の条件をすべて網羅
するように組み合わせ論理によ
ってテストケースを自動的に発
生させる。
③状態推移テスト
仕様を状態推移図で記述し、
すべての推移をパスするように
テストする。ネットワークプロ
トコルの検証など、並行性問題
を含んでいる場合は、状態空間
の爆発を避けるため、ペトリネ
ットのトークンに値を持たせ並
行性に関する誤り発見、性能解
析を行う方法もある。
④データフローテスト
制御フローグラフを使用し、デ
ータに発生する不正を検出する。
⑤データ限界値分析
データの上限値、ゼロ、下限
値でシステムが不正動作しない
かテストする。
以上、テスト技術について、説
明したが、テストの実行に当たっ
ては、バグ出し（プログラムの誤
り）に十分な時間をかけ、バグの
などがある。
状態探索モデル検査ツールは、
自動検査が可能であるが、検査対
象が有限状態推移で記述できるシ
ステムに限られる。また、ソフト
ウェアが大規模になると状態数が
増大し、計算量が爆発して実行で
きないことがある。一方、定理証
明による検証ツールには汎用性は
あるが、対象の性質に応じて定理
を選択する必要があり、自動化は
できていない。
日本でも、東工大、東大などに
おいて、論理代数に基づいたシス
テム動作検証システムが研究され
ており、外部からのあらゆる入力
に対してシステム動作が停止しな
いことの検証法を開発し、これを
用いてセキュリティ認証プロトコ
ルの検証が行われた。また、北陸
先端大などにおいて、定理証明法
を発展させたオブジェクト指向モ
デル分析の検証技法が開発され、
組み込みソフトウェアに使われる
状態遷移モデルの検証が研究され
ている。
上述のようにいろいろな検査・
検証ツールが開発されているが、こ
れらのツールにてシステム全体を
検査・検証はできない。ツールに
て検査・検証できる部分をシステ
ムの全体の中から適切に切り出さ
ねばならない。ツールの利用には、
形式手法のメカニズムの基本知識
が必要であり、普及を阻んでいる。
適用例 形式手法 効果
米国 航空機の衝突回避システムTCAS  II RSML 衝突回避の仕様を形式手法にて設計
土星探査衛星のフォールトプロテクション PVS フォールトプロテクション機能を検証
AT&T交換機プログラム SPIN 不正動作の網羅的検査
欧州 パリ地下鉄無人運行システム Bメソッド 安全性を確保
ロンドン航空管制システム VDM 品質を10倍以上向上
欧州IBM顧客情報管理システム Ｚ記法 ９％コスト削減と品質向上
日本 鉄道のポイント制御システム VDM 安全性を確保、かつ大量運行を可能
Enterprise Java Beams振る舞い仕様 SPIN EJB 1.1の仕様記載内容の問題点を指摘
（注） VDM：Vienna Development Method RSML：Requirements State Machine Language
PVS：Prototype Verification System
図表４　形式手法の適用例
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数が十分少なくなることを確認す
る必要がある。しかし、限られた
開発期間の中でテストを効率よく
行うために、システムの動作の核
となる重要な部分を先に時間をか
けて行い、システム主要動作に影
響を与えない部分は後へ廻すなど
テスト手順の戦略も重要である。
３‐５
ソフトウェアプロセス
管理手法
品質の高いシステムソフトウェ
アを開発製造するためには、その
開発工程（ソフトウェアプロセス）
を十分に管理する必要がある。特
に、大規模なシステム開発は、多
数の開発者が複数の拠点に分かれ
て実施される。このプロセス管理
が不十分であると品質の悪いソフ
トウェアが作成されたり、開発ス
ケジュールが遅れたりする。
従来、日本のソフトウェア品質
向上には、ハードウェアの品質向
上と同様にTQC （Total Quality
Control）の一環である小集団活
動をベースとしたノウハウの蓄
積・共有化が成果を上げてきた。
一方、米国では、ソフトウェア
技術者の流動性が高く、個人能力
に大きく依存する品質管理手法で
は大きな効果を出せず限界があっ
た。そこで、個人ではなく、組織
に注目して品質管理ノウハウ蓄積
を行う手法CMM（Capability
Maturity Model for Software）が
開発された。この手法では、ソフ
トウェアを開発する組織に、求め
られる品質保証の要素・機能のレ
ベル（成熟度）を設定し、そのレ
ベルを上げる努力を求めた。この
成熟度を測定することによって、
その組織・ベンダーの信頼性レベ
ルを評価することができる。
CMMは、米国国防省の依頼に
よりカーネギーメロン大学ソフト
ウェア工学研究所が開発し、1987
年に公表されている。当初は、主
に防衛関連の開発に使われていた
が、ソフトウェア品質改善の指標
が得られることから世界中に普及
し、現在では適用実績は40カ国
を上回っている。特にインド、中
国では積極的に導入する動きが目
立っている。
日本のボトムアップ活動である
小集団活動ベースの品質向上ノウ
ハウの蓄積は、CMMや国際的な
品質保証規格（ISO9000シリーズ）
に一部反映されているが、CMM
は組織の能力改善を要求するトッ
プダウン活動が主体である。この
ようなボトムアップからトップダ
ウンへの発想の転換は、やはり米
国から出現している。
３‐６
ソフトウェア開発スタイル
最近注目されている開発スタイ
ルに、スパイラル型開発とＸＰ
（Extreme Programming）がある。
これらは、信頼性を向上させるた
めに考え出されたものではない
が、開発スタイルを変えることに
より結果的に信頼性が向上している。
盧スパイラル型開発
従来のソフトウェア開発は、ウ
ォーターホール型開発と呼ばれ、
設計、プログラム作成、テストの
各工程を順に実行するため、プロ
ジェクト管理は容易であった。し
かし、テストは全工程の最終部分
にあり、仕様記述やプログラムの
誤り（バグ）を発見するのが遅い。
全システムの仕様がすべて決定し
てからプログラミングに入るた
め、開発が遅れやすかった。また、
仕様の途中変更は、プログラミン
グすべてのやり直しを必要とし、
大きな追加工数をもたらしていた。
スパイラル型開発（インクリメ
ンタル型開発とも呼ばれる）では、
システムの核となる部分を取り出
し、この部分から先に設計、プロ
グラム作成、テストまで行う。核
の部分の開発後、周辺部分を順次
開発し加えていく。従って、重要
な核となる部分は、開発の早い段
階からテストが十分行え、そのテ
ストの結果を踏まえて、周辺部分
の開発へと進めていくことができる。
盪ＸＰ
（Extreme Programming）
1999年に米国のKent Beckが高
品質なソフトウェアを早く開発す
る新しい開発スタイルＸＰを提唱
し、注目を集めている。このＸＰ
の特長は、「ペアプログラミング」、
「テストファースト」にある。「ペ
アプログラミング」とは、仕様か
らプログラムを作成する人とそれ
をテストする人がペアになって開
発を進める手法であり、工数の半
分はテストにつぎ込んでいること
になる。また、「テストファース
ト」とは、プログラム本体をコー
ディング（作成）する前に、仕様
を満足するテストを作成しておく
方法である。作成されたプログラ
ムがテストをクリアするまで、コ
ーディングとテストを繰り返して
いく。ＸＰでは、この２つの特長
に加えて、開発メンバーが実践す
べき規範を例えば、シンプルな設
計、プログラムコードの共有、オ
ープンな作業環境など過去の経験
から定めてあり、それを最大限に
実践するように求めたことから
extremeという名前が付けられた。
ＸＰは、テストを重視した開発
スタイルであり、信頼性の高いソ
フトウェアを開発することができ
る。しかしながら、この開発スタ
イルは、システムをペアプログラ
ミングする単位に分割して開発す
るため、比較的小規模なソフトウ
ェアの開発向きである。
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盧米国
米国は、ソフトウェア研究にお
いて常にトップを走ってきてお
り、産業競争力も圧倒的に強い。
ソフトウェア信頼性技術では、
DARPAとNSFを中心に軍事関連
分野と基礎研究分野への研究支援
が積極的に行われている。また、
これらの研究開発において蓄積さ
れた技術を産官学連携にて産業界
に積極的に技術移転し、新世代の
製品を生んできている。さらに、
同時多発テロ事件以後、国土の安
全保障の観点から、信頼性、セキ
ュリティに対する投資が増加して
いる。
具体的には、国による研究支援
として、ミッションクリティカル
なシステムの信頼性、セキュリテ
ィおよび安全性を目指した「高信
頼性ソフトウェア・システム
（ High-Confidence Software and
Systems）」プログラムや科学と工
学によるソフトウェアのコスト効
率の改善を目指した「ソフトウェ
ア設計と生産性（Software Design
and Productivity）」プログラムが
積極的に推進されている。
盪欧州
欧州のソフトウェア産業は米国
ほど華々しくないが、数学的な基
礎理論ベースとしたアカデミック
な手法の研究が盛んである。形式
仕様記述言語Z、VDMは欧州の
研究機関が提案をしたものであ
る。仕様設計に用いるＵＭＬに形
式記述を取り入れる研究も、欧州
で盛んである。
ＥＵの研究支援ファンドを見て
も、1985年から始まったESPRIT
（European Commission's Informa-
tion Technologies Research Pro-
gramme）から2002年から始まっ
た第６次フレームワークプログラ
ム（FP６）まで、一貫してソフ
トウェア信頼性技術を取り上げて
いる。
蘯日本
日本では、産業界が米国から概
念や研究成果を導入して信頼性技
術を確保してきた。国のプロジェ
クトでは技術キャッチアップを目
的とするものが多かったが、最近
は、独自技術や基礎技術育成のた
めのプロジェクトが始められてい
る。例えば、科学技術振興事業団
（JST）では、若手研究者育成を
目的とする「戦略的創造研究推進
さきがけ21」の「機能と構成」
（2000年から2005年まで）の計画
の中で、基礎理論をベースとした
ソフトウェア信頼性の課題を取り
上げている。情報処理振興事業協
会（IPA）では、産学連携により
世界市場でのデファクト・スタン
ダードを確保するソフトウェアの
開発を目的とする「次世代ソフト
ウェア開発事業」の中で、「高信
頼・高安全ソフトウェア」（2002
年から2007年まで）を取り上げ
ている。さらに、文部科学省では、
高度情報通信システム形成のため
の鍵となるソフトウェアを開発
し、安心して参加できるIT社会
の構築を目的とする「e-Society基
盤ソフトウェア総合開発」（2003
年度から2007年度まで）の一部
として「高い生産性を持つ高信頼
ソフトウェア作成技術の開発」が
取り上げられている。
以上述べたように、欧州では理
論研究が盛んであり、米国では、
実問題への適用を模索したモデル
化研究が盛んである。欧米間では
研究者の移動も盛んで、欧州にて
研究した理論を米国で実証する流
れが見られる。一方、日本では、
大学を中心に基礎研究が進められ
ているが、その研究は小規模なモ
デル検証であり実問題には適用さ
れてこなかった。いわゆるtoyモ
デルの研究に留まり、産業界から
は遠く、実問題への挑戦があまり
されていない。日本が欧米の輪の
中に入り技術発展への貢献を大き
くしていくには、単なる理論の提
示で終わらず、実問題が解ける理
論を提示していく必要があろう。
また、ソフトウェア信頼性技術
の研究開発は、直接利益に結びに
くく企業では不活発である。欧米
ではソフトウェア基礎技術として
国が継続的に育成している。日本
でも継続的な国の支援が望まれる。
４．日米欧におけるソフトウェア信頼性技術研究の推進動向
ソフトウェアの信頼性を強化す
るためには、信頼性技術そのもの
を発展させることとソフトウェア
開発において高信頼性技術を最大
限駆使することが求められる。信
頼性技術を導入する面では、我が
国は、前述したＸＰやＣＭＭを初
め多くの米国発技術を導入してき
ているが、ソフトウェア開発・管
理には文化的側面もあり、日本の
企業文化、技術者文化を考慮した
導入が必要であろう。
一方、信頼性技術そのものは、
少しずつ進展してきているがまだ
限定された場面でしか使えず、今
後の発展が望まれる。特に、シス
テム設計を行う上流工程における
信頼性向上はその後の下流工程に
５．ソフトウェア信頼性強化への課題
高信頼ソフトウェア技術の研究動向～ソフトウェア基礎技術の確立に向けて～
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日本のハードウェア産業の中
で、強い競争力を持っている製品
の特徴は、コストが低いことでは
なく、その品質・信頼性が高いこ
とにある。ソフトウェア産業にお
いてもさらに発展していくために
は、ソフトウェアの信頼性を向上
させることが必須の課題の一つで
手法による信頼性技術の進展が望
まれる。
従来、日本の大学の信頼性技術
研究は基礎理論で終わり実問題に
は手を触れていなかった。一方、
日本の企業はほとんど米国から基
礎技術を導入し日本向きに合わせ
る開発をしてきた。しかし、独自
ある。ソフトウェアは年々複雑化
巨大化する一方で、製品のライフ
サイクルは短くなり、ソフトウェ
アの仕様改善によるバージョンア
ップも頻繁である。仕様変更が高
い信頼性のもとで、短期間に実行
できることが望まれている。その
ため、数学的理論をベースとした
大きな影響を与える意味でより重
要である。例えば、設計工程にお
いて仕様の誤りチェックを厳密に
行えば、誤りの伝搬が早い段階で
止まり、テスト工数の削減に繋が
る。また、仕様が形式手法で記述
されていれば、仕様変更に対して
も、計算機を用いてほぼ自動的に
改訂をチェックすることができ、
信頼性を確保できる。
しかし、現状では、形式手法の
実問題への適用にはまだ手間がか
かり、その利用分野は安全性確保
が必須なシステムなどに限定され
ている。その理由としては、形式
仕様言語の表現範囲が、通常のプ
ログラム言語の表現範囲より狭い
こと、大規模問題では計算量が膨
大になることがあり、解ける問題
の規模に制限があること、仕様を
形式的に記述するには形式手法の
技術習得が必要なことなどがある。
一方、日本が強い分野である情
報家電、自動車、制御システムな
ど装置に組み込まれる「組み込み
ソフトウェア」でも、信頼性向上
が課題となってきている。この組
み込みソフトウェアには、リアル
タイム性が求められ、また限られ
た資源を最大限利用しなければな
らないため、職人芸的な要素があ
り、日本人のきめ細かさが性能が
高く質の良いソフトウェアを作っ
ていた。年間50億個以上作られ
るマイクロプロセッサー（制御用
の小型プロセッサーを含めて）の
半数には日本発TRONがOSとし
て使われているなど、組み込みソ
フトウェア分野では、日本は世界
をリードしてきた。
しかし、この組み込みソフトウ
ェアの分野でも、ハードウェアの
性能が向上すると共にソフトウェ
アに多くの機能が要求され、流通
しているソフトウェア部品を多用
するようになってきている。その
ソフトウェア部品は圧倒的に米国
の力が強くその影響を受けてい
る。組み込みソフトウェアは一般
に多くの数が販売され、不良が発
生した場合の影響が大きいため、
信頼性は重要なファクターであ
る。従って、組み込みソフトウェ
ア分野で日本がリードを守る一つ
の方策は、革新的な信頼性技術を
確立することにあろう。
そのための一つの方策として
は、日本の大学で、継続的に研究
されてきた形式手法の基礎理論を
米国のように実問題に適用する試
みを積極的に進めることである。
基礎研究の成果を実問題に適用す
る中でその限界を見つけ、次の革
新的な理論を組み立てていく努力
が求められる。企業側には実問題
を提供し共同研究していくことが
求められる。
また、米国の情報分野の研究に
対抗して行くには、日本の情報分
野の研究の層の厚さも強化する必
要がある。例えば、日米の学生数
の統計（注10）によると情報通信分
野（電気通信工学と数学／計算機
学の合計）の2000年における米
国の学生数は、日本に比べ、学部
卒1.8倍、修士卒3.0倍、博士取得
4.7倍である。学生数の増強が望
まれる。一方、中国では大学院の
増強が図られ、2000年度すでに大
学院学生数では、日本の21万人
を上回る30万人（注11）となってお
り、日本としては量のみならずそ
の質の向上が重要な課題である。
従来、情報分野の研究は、欧米の
後追い研究が多かったが、キャッ
チアップの時代は終わり、現在は、
独創的で新しい技術を産業界が求
めている。従って、研究者の教育
では、平均レベルの向上や弱点克
服より、一芸に秀でた人材が求め
られている。強いところを強くし、
持っていない部分は他のパートナ
ーと連携する時代を意識する必要
があろう。
（注10）日本のデータは、文部科学省学校基本調査報告書（高等教育機関
編）のH13年３月における工学部電気通信工学と理学部数学の学
部、修士課程、博士課程の卒業生数である。ただし、博士課程で
は博士を取得せず満期退学した卒業生は除いた。米国のデータは、
NSF Division of Science Resources Statisticsから2000年のElectri-
cal EngineeringとMathematical/Computer Scienceの学士、修士、
博士の学位取得者数である。
（注11）出典は、文部科学省「教育指標の国際比較」Ｈ15年版、Ｈ14年版。
６．おわりに
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技術を持たなければソフトウェア
産業も新技術で米国に、コスト競
争で中国、インドに負けていくで
あろう。
日本が独創的な信頼性技術を持
つためには、独創的な基礎研究か
ら出た成果を産学連携で実問題へ
展開する挑戦が必要である。実問
題へ展開するには、基礎研究とは
桁違いに大きな研究資金が必要と
なるが、企業は直接コスト削減に
結びつかない信頼性技術の研究に
は消極的であるため、国による支
援が望まれる。さらに、基礎から
応用への技術展開と、応用から基
礎への研究課題提起というよい循
環が生まれることが、信頼性技術
を真に強くしていくことになる。
信頼性技術研究には、積み重ね
による改良が求められ、地味で継
続的な努力が必要である。一般に
IT分野では新しいビジネスモデ
ルや新しいシステムを作る統合化
技術に注目が集まるが、信頼性技
術のように ITの底流にあって広い
範囲に影響を与える基礎技術を継
続的に進展させていく努力もまた
重要である。
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特集膠
民生部門における
省エネルギー技術の現状と今後の方向性
環境・エネルギーユニット 宮本　和明*
我が国は、2度にわたる石油危
機の経験から、これまでにエネル
ギー政策の基本目標として 3E
（エネルギー安定供給・環境保
全・経済成長）の同時達成を掲げ、
これに向けた取り組みを行ってき
た。しかしながら、近年我が国の
エネルギー消費量は、増加の一途
をたどっており、「エネルギー多
消費型社会」の様相を呈している。
省エネルギーは、最終エネルギ
ー消費量（原油等の一次エネルギ
ー消費から発電に伴うロスや二次
エネルギーの製造・転換工程で発
生するロス等を除いたもの）をい
かに低減できるかという広義の概
念で捉えられている。また、これ
をもう少し細分化すると、産業部
門における各種製造工程の合理化
や電力のようにエネルギー変換部
門での高効率化等により、一次エ
ネルギー自体の投入量の削減をも
たらす省エネルギーと、民生や運
輸部門のように一般の消費者等の
最終エネルギー消費自体を削減す
るものとに分類できる。製造業を
中心とする我が国の産業部門にお
けるエネルギー消費は、第一次石
油危機以降ほぼ横ばいで推移して
きた。その一方で、民生部門（家
庭用・業務用）と運輸部門におけ
るエネルギー消費量は、第一次石
油危機以降大きく伸びている。特
に、民生部門におけるエネルギー
消費量は、今後も大きく伸びると
予測されており、民生部門に重点
を置いた省エネルギー対策が喫緊
の課題となっている。また、総合
科学技術会議は、エネルギー分野
推進戦略（2001年）の重点課題の
中で、エネルギー機器等の効率向
上に必要な研究開発や、省エネル
ギー推進のためのインセンティブ
の研究を推進するとしている。
そこで本稿では、省エネルギー
対策が重要な民生部門・運輸部門
の中でも、特に今後のエネルギー
消費量の大幅な増加が見込まれて
いる民生部門に重点を置いて、省
エネルギー技術に関する取り組み
について触れ、さらに今後の民生
部門における省エネルギー技術に
求められる視点について考察する。
地球温暖化対策推進大綱（2002）
によると、京都議定書における
CO2排出量削減目標を達成するた
めには、省エネルギー、新エネル
ギー、原子力発電の推進等により、
2010年時点での最終エネルギー消
費を原油換算で約400百万キロリ
ットル（以降klと表記）に抑制す
る必要があるとしている。
図表1は、1990年度の産業、民
生、運輸の各部門におけるエネル
ギー消費（実績）と、京都議定書
における目標の達成に必要な対策
を考慮した2010年度におけるエネ
ルギー消費（見通し）を示したも
１．はじめに
出典：資料1）より科学技術動向研究センターにて作成
図表１　エネルギー消費の現状と今後の見通し
２．エネルギー消費の現状と今後の見通し
32
科学技術動向　2003年３月号
のである。図表1より、民生部門
のエネルギー消費見通しは、全エ
ネルギー消費の約3割を占めてい
ることがわかる。
図表2は、図表1を元にして、
1990年度の部門別におけるエネル
ギー消費を100とした時の2010年
度におけるエネルギー消費（見通
し）の伸びを示したものである。
図表2より、民生部門では、エネ
ルギー消費の特に大幅な伸び（約
４割増）が見込まれていることが
わかる。以上のことから、現在、
省エネルギー対策の中でも、特に
民生部門における対策が重要にな
っていることがわかる。
現在、民生部門（業務・家庭）
は、我が国のエネルギー需要の約
４分の１を占めており、今後もそ
の需要の伸びが予測されている。
業務部門でのエネルギー需要は、
一般に空調が約5割、照明が約3
割を占めている2）。業務部門のエ
ネルギー増加の原因として次のよ
うなことが考えられる。まず、店
舗や各種サービスにおける営業時
間の長時間化、24時間化によるエ
ネルギー消費量の増大などが考え
られる。また、最近では、情報化
の進展に伴い、常時電源をOnに
したままの電子機器が増加してお
り、その消費電力だけでなく電子
機器による室温上昇に伴う空調需
要の増加も考えられる。さらに、
業務部門は、エネルギーコストが
生産コストに直結する産業部門と
比較して、エネルギーのマネジメ
ントに対する意識が必ずしも高く
ないこと等が挙げられる。一方で、
家庭部門においても業務部門と同
様に、今後のエネルギー需要の増
加が予測されている。
図表3は、家庭用エアコンの電
力使用量の推移を示したものであ
る。これにより、この6年間で約
3分の2に減少していることがわ
かる。最近は、こうした機器の効
率化が進んでいるにもかかわら
ず、民生部門のエネルギー需要量
が増加している。この要因として
は、エアコンの普及台数の増加や
使用時間の増加に加えて、パソコ
ンを中心とした電子機器の急速な
普及等が考えられる。
我が国は、京都議定書の批准に
伴い、2008～2012年時点での温
室効果ガスの総排出量を1990年
基準比で6％削減することを目標
としている。地球温暖化対策推進
大綱（2002）では、本目標を達成
するための対策として、メタン及
び亜酸化窒素の削減、革新的技術
開発、森林吸収、代替フロンへの
移行、エネルギー起源のCO2排出
量削減を挙げている。これらの対
策の内、エネルギー起源のCO2排
出量については、2010年度におけ
る同排出量を 1990 年度の水準
（±0％）にまで抑制するとなっ
ている。
しかしながら、わが国の2000
年度におけるエネルギー起源の
図表２　部門別における今後のエネルギー消費（見通し）
の伸び
出典：資料1）より科学技術動向研究センターにて作成
出典：譖日本冷凍空調工業会　冷凍空調統計データより科学技術動向研究セ
ンターにて作成
図表３　エアコンの省エネルギー進展状況
３．省エネルギーと地球温暖化対策の関わり
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CO2排出量は、1990年基準比で約
10％増加している（図表4参照）。
そこで、同大綱では、エネルギー
起源のCO2排出量を1990年の水準
にまで抑制するための対策とし
て、次の3つの対策（CO2削減効
果74百万t-CO2）が追加された。
①省エネルギー対策（CO2削減
効果22百万t - CO2）
②新エネルギー対策（CO2削減
効果38百万t - CO2）
③電力等の燃料転換（CO2削減
効果18百万t - CO2）
これら3つの対策の中で、省エ
ネルギー対策は、追加対策の約3
割に寄与するものであり、地球温
暖化対策の面からも重要な位置付
けにあることがわかる。
また、2章では、京都議定書に
おけるCO2排出量削減目標を達成
するために、2010年時点での最終
エネルギー消費を原油換算で約
400百万klに抑制する必要がある
と述べた。しかしながら、これは、
省エネルギー、新エネルギー等の
対策に加え、今後2010年を目処
に10～13基程度の原子力発電所
が増設されることを前提としてい
る。現状、原子力発電所の増設の
見通しは、立地問題等の理由から
難しい状況にある。原子力発電所
の増設が今後ないと仮定して推計
した2010年におけるエネルギー
起源のCO2排出量は、1990年基準
比で約40百万t - CO2程度増加する
と試算1）されている。また、最近
では、原子力発電所の停止に起因
して、エネルギー起源のCO2排出
量が増加する事態も生じている。
こうしたことから、省エネルギー
を推進する必要性は、京都議定書
における目標達成に向け、一層重
要性を増していると言えよう。
エネルギーの使用の合理化に関
する法律（以下、省エネ法）は、
2度にわたる石油危機を受けて
1979 年に制定されたもので、
2002年までに6度改正されてい
る。2章で触れた通り、エネルギ
ー需要の増加傾向が著しい民生部
門（特に業務部門）は、産業部門
と比較してエネルギーマネジメン
ト意識が必ずしも高いとは言えな
い。そこで、エネルギーのマネジ
メント意識を向上させるため、
2002年6月に改正された省エネ法
（2003年4月施行予定）では、第
一種エネルギー管理指定工場にお
４．法整備の状況
出典：地球温暖化対策推進大綱（2002）より科学技術動向研究センターにて作成
図表４　エネルギー起源のCO2排出量の実績と見通し（1990年度基準）
出典：省エネ法（2002）をもとに科学技術動向研究センターにて作成
図表５　省エネルギー措置の対象（エネルギー管理指定
工場）の区分
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ける省エネルギー措置の対象を全
業種に拡大し、業務部門の規制が
強化されている（図表5参照）。
ここで、第一種エネルギー管理指
定工場とは、燃料の使用量が原油
換算で年間3,000kl又は電気の使用
量が年間1,200万キロワットアワ
ー（以降kWhと表記）以上の事
業所である。
第一種エネルギー管理指定工場
では、空調設備、照明、昇降機等
の個別設備毎に細かいエネルギー
管理が求められており、さらに、
エネルギー管理者の選任や将来的
な省エネ計画作成・提出、エネル
ギー使用量等の定期報告等が義務
付けられている。なお、第二種エ
ネルギー管理指定工場は、同使用
量が年間1,500kl又は600万kWh
以上の事業所であり、エネルギー
使用量等の定期報告が義務付けら
れている。
また、エネルギー管理指定工場
（第一種、第二種）については、
必要に応じて立入検査等が行われ
る他に、省エネルギー対策が判断
基準に比べて著しく不十分である
場合に、勧告、公表などの処置が
用意されている。
3章で触れたように、省エネル
ギーは、地球温暖化対策推進大綱
（2002）の中で、エネルギー起源
のCO2排出量の削減に大きく貢献
する対策として位置づけられてい
る。ここでは、エネルギー起源の
CO2排出量を1990年の水準にまで
抑制するために本大綱で追加され
た、省エネルギー対策を中心に記す。
本大綱で追加された省エネルギ
ー対策［7百万kl（原油換算）：
CO2削減効果22百万t-CO2]は、産
業部門で[0.9百万kl（原油換算）］、
運輸部門で［1.0百万kl（原油換
算）］、民生部門で［約5.1百万kl
（原油換算）］となっている。この
ことから、民生部門における省エ
ネルギー対策は、全体の約7割を
占め重要性の高いことがわかる。
図表6は、民生部門における省
エネルギー対策を記したものである。
ここで、トップランナー基準と
は、1998年の省エネ法改正時に導
入されたものである。これは、電
気製品（家電、OA機器）等の省
エネルギー基準を、各機器におい
て現在商品化されている製品のう
ち、最も優れているものの性能以
上にするというものである。この
対象機器は、冷蔵庫、テレビ、エ
アコン等、現在大量に使用されて
いる機器や相当量のエネルギーを
使用する機器を中心に選定されて
いる。なお、基準に達しない製品
を販売し続ける企業は、社名と対
象製品を公表、罰金などのペナル
ティーが科せられる。
また、現在、上記対策に関連す
る我が国の研究開発は、新エネル
ギー・産業技術総合開発機構
（NEDO）のプロジェクト研究を
主体に行われている。以下、関連
する研究開発動向について記す。
５‐１
待機時消費電力の
削減技術開発
待機時消費電力とは、電気機器
の電源がOff状態など、機器を使
用していない状況であっても消費
される電力である。オフィス機器
や事務機器は、その多くがネット
ワークで結ばれて制御され、家庭
用機器と同様に、常時コンセント
に接続されている。また、交流か
ら低電圧直流に変換する充電器や
アダプタは、コンセントに接続さ
れているだけで電気を消費する。
こうした理由から、近年の待機消
費電力は、稼働時消費電力の１割
程度を占めると言われている。
現在、ネットワークを通して機
器の電源をOn/Off制御し、さら
に電源Off時の待機時消費電力を
限りなくゼロにすることを目指し
た研究開発などが行われている
（図表7参照）。
５‐２
高効率機器の開発
盧高効率照明の技術開発
照明装置は、民生用電力使用量
の2～4割を占めており、照明装
置の電力消費削減は、それ自体の
省エネルギーに加えて空調負荷の
削減にも繋がる。こうした理由か
ら、現在、高効率照明、高効率デ
ィスプレイ等の技術開発が進めら
れている。現在は、蛍光灯比で
50％のエネルギー削減ができる長
寿命の白色LED照明の開発が進
められている。最近では、NEDO
のプロジェクトにより、電気エネ
ルギーを有効な光エネルギーに変
５．省エネルギー対策技術の動向
図表６　民生部門における省エネルギー追加対策
対策項目 原油換算削減効果［百万kl］
待機時消費電力の削減 0.4
高効率給湯器の普及 0.5
高効率照明の普及（分野横断） 0.5
エネルギーマネジメントシステムの強化 家庭需要 0.9
業務需要 1.6
トップランナー基準適用機器の拡大 1.2
合計 5.1
出典：資料3）をもとに科学技術動向研究センターにて作成
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換する効率が世界最高の43％で
あるLEDが開発されている5）。な
お、白色LED 照明による省エネ
ルギー効果は、市場普及率13％
において、原油換算で年間約0.83
百万klになるとした試算もあり6）、
これが実現すれば、図表6の数値
目標を大きく上回ることができる。
盪高効率給湯器の技術開発
エネルギー需要が小規模分散化
した家庭部門は、季節および一日
のエネルギー変動が大きく、熱利
用は暖房・給湯といった低温熱に
限定される。このため、家庭部門
は、エネルギーを温度の高い方か
ら低い方へと段階的に有効利用す
るカスケード利用が実行しにくい
状況にある。
現在、冷暖房・給湯等の熱利用
の効率化を図る技術開発としては、
低温熱源を有効利用するための排
熱利用技術や、関連する蓄熱材な
ど機能材料の開発、ヒートポンプ
の技術開発、などが行われている。
例えば、低温排熱を空調用途へ活
用するため、吸収式冷凍サイクル
と圧縮式冷凍サイクルを組み合わ
せたハイブリッドサイクルの研究
開発などが行われている7）。また
近年、オゾン層破壊の危険性から
フロン規制が進んでいる。このた
め、オゾン層破壊の恐れがなく、
温暖化係数の低いCO2を冷媒に用
いたヒートポンプが開発されてい
る。ヒートポンプは、低温の熱源
を高いところに汲み上げ、その熱
を利用するための装置で、使用す
るエネルギーよりも多くのエネル
ギーを得ることが出来る。最近開
発されたヒートポンプは、消費す
る電力の3倍以上のエネルギー消
費効率を実現しており、これを利
用した給湯システムが開発されて
いる（図表8参照）。
また、この他には、地中や地下
水、河川水などを熱源とした地中
熱ヒートポンプなどについて開発
が進められている8）。
図表７　待機時消費電力削減技術の一例
出典：資料4）をもとに科学技術動向研究センターにて作成
出典：科学技術動向研究センターにて作成
図表８　 CO2ヒートポンプ給湯システムの原理
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５‐３
エネルギーマネジメント
システム開発
民生部門のエネルギー需要は伸
びており、さらに今後も大きく伸
びると予測されている。一方で、
民生部門は、エネルギーのマネジ
メント意識が未だ低いのが現状で
ある。そこで、近年は、ITの利
用によるエネルギーのマネジメン
トにより、機器の効率的な利用を
行うことが注目され、その省エネ
ルギー効果に期待が寄せられてい
る。しかし、本システムは、現時
点において実証試験の段階であ
り、コスト面での課題をクリアす
る必要がある。今後は、ユーザー
にとって便利なシステムを提供す
ること等によりシステムの普及を
進め、その普及に伴う低コスト化
を進展させることが期待される。
盧家庭用エネルギーマネジメン
トシステム（HEMS）
HEMS（ Home Energy Man-
agement System）は、家電機器
をネットワーク（電力量計や分電
盤などに取付けるゲートウェイ
と、電灯線、無線、赤外線等の通
信機能を活用）で接続して、セン
サで検出した人間の動きの情報等
を各機器間で連携制御するなどし
て、家庭全体で省エネ運転状況に
なるように制御するシステムであ
る。具体的には、エアコン等の家
電機器の合理的な運転や、照明の
On/Offを人に代わって行ったり、
エネルギー使用状況をリアルタイ
ムで料金表示するなどエネルギー
のマネジメント意識を高めなが
ら、家庭における省エネルギーを
支援するシステムである。
本システムの利用例9）では、電力
使用量の約23％の省エネルギー
効果（空調、テレビ、照明など主
な家庭用機器に対する実験結果）
が得られている。
盪ビルエネルギーマネジメント
システム（BEMS）
BEMS（Building Energy Man-
agement System） は 、先述の
HEMSと同様に機器との通信機能
を活用して、ビルや店舗において
稼働している機器の運転状況や周
辺情報（温度、照度等）を検出し、
総合的に最も省エネルギーになる
ようエネルギーのマネジメントを
行う制御システムである。
最近では、建物の多数を占める
中規模建物への普及を促進するた
めに、複数の建物を群管理するシ
ステム開発などが進められている
（図表9参照）。
また、本システムを用いたビル
熱源空調制御シミュレーション事
例10）では、電力使用量の約14％
の省エネルギー効果を示す結果と
なっている。
5章で取り上げたような、省エ
ネルギー対策の技術開発は、今後
の期待も大きく、積極的に取り組
んで行くべきである。一方で、従
来の省エネルギーに関する施策
は、建築物、設備および機器の個
別に着目したものが主となっている。
また、我が国は、需要家のエネ
ルギー使用状況に応じて、既存の
エネルギー源（電力・ガス等）と
分散型電源（燃料電池等）の利用
比率をうまく調整することによ
り、省エネルギーを目指す研究を
進めている。ただ、こうした分散
型電源の導入は、エネルギー消費
量や環境負荷、また、コスト面か
ら見て、局所的（需要家）に良い
場合であっても、社会全体から見
て必ずしも良い状況になるとは限
らない（例えば低コストであって
も環境負荷の大きな機器の導入が
進む等）。したがって、今後は、
現在開発が進む省エネルギー性能
の高い空調機器や照明機器、エネ
ルギーマネジメントシステム、さ
らに分散型電源の利用による省エ
ネルギーなど、あらゆる技術要素
を組み合わせて一層の省エネルギ
ー効果を目指す技術開発が必要と
なろう。また、こうした技術開発
がある程度進展すれば、どのよう
な省エネルギー機器や分散型電源
を、環境負荷や経済面を含めて、
図表９　ビル熱源空調運転制御システムのイメージ図
出典：資料9）より科学技術動向研究センターにて作成
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どの程度導入すべきか検討するこ
とも重要となるであろう。今後は、
こうした各種要因を勘案し、社会
全体から見て合理性ある省エネル
ギーを目指した技術開発を進める
ことが期待される。
この点に関連して、最近、産学
官の省エネルギー技術者・研究者
の連携を推進することを目指し
て、学会に従来の学問分野の枠組
みを超えて省エネルギーを専門に
扱う部会が設立される10）等の動
きがある。こうした学会の新たな
試みは、上記課題の検討にも寄与
し得ると考えられる。
一方で、省エネルギーに関する
取り組みとしては、従来から省エ
ネルギー事例の情報提供や、講習
会などを主とした広報活動が行わ
れている。こうした取り組みは今
後も必要と思われる。しかしなが
ら、現実問題として環境問題や将
来世代に対する責任を叫ぶだけで
は、環境のために行動しようとい
う意識を持続させることは難しい
と思われる。したがって、今後は、
より実効性を伴う対策として、省
エネルギー活動そのものが実施者
に広い意味で利益をもたらす仕組
みを導入し、日頃から省エネルギ
ー意識を高め、実践していくこと
が重要になっていると考える。
これについては、米国カリフォ
ルニア州が2001年と2002年の夏
季に実施した節電プログラム対策
が参考になる。これは、20/20プ
ログラムと呼ばれるもので、2000
年度との比較で電力消費量を
20％低減した需要家に対して、州
政府が電気料金の20％を負担す
る制度である（2001年度の実績で
は34％の需要家が利用11）。なお、
2002年度は家庭用に限定）。こう
した自らのライフスタイルを積極
的に改善し、省エネルギー活動を
する行為に対して経済的インセン
ティブを与える制度の導入は、実
施者の意識に直接働きかけること
ができるため、エネルギーの使用
自体を抑制する対策の一つのツー
ルとして期待される。また、こう
した制度を実施することにより、
国民の省エネルギー活動に対する
意識・行動に変化をもたらすこと
ができると考えられる。
我が国は、これまでエネルギー
利用機器に対するトップランナー
方式の導入などを通じて技術開発
を促進する省エネルギーを進めて
きた。今後も対象機器の拡大を通
じて省エネルギー機器の開発を一
層進めることが重要と言える。ま
た、現在開発が進められている
HEMSなどのエネルギーマネジメ
ントシステムは、快適性を損うこ
となく、機器の合理的な利用によ
って省エネルギーができることか
ら、対策の一つとして、今後も積
極的に推進すべき重要技術である。
また、今後は、個別に開発の進
んでいるあらゆる技術を組み合わ
せて、一層の省エネルギー効果を
目指す技術開発が重要であると考
える。さらに、省エネルギー技術
開発だけでなく、省エネルギー活
動を行うことに対して経済的イン
センティブを与える制度等の導入
も、重要な対策の一つとして検討
されるべきであろう。
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